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　平素から格別のお引き立てを賜り心から感謝申し上げます。

　この一年を振り返りますと、元日を襲った能登半島地震に引き続いた9月に襲った記録的
な豪雨、2024年度から適用された時間外労働規制、労務費の上昇や技術者不足による建築
プロジェクト遅延など、建設業界が大きく揺れ動いた一年であったと認識しております。か
かる状況下におきましても、わが国建設産業の健全な発展に寄与するとともに国民生活の向
上に貢献するという弊センターの使命はますます重要度を増していると認識いたしておりま
す。弊センターとしてしっかりと貢献をしてまいりたいと思っております。

　4月から全面施行となる建築基準法脱炭素大改正に象徴されるように、グリーントランス
フォーメーションへの対応に伴う試験、認証、評価、証明等のニーズの変化など、お客様、
社会の開発ニーズは常に変化をしてきている中で、その変化を踏まえた新たな技術評価制度
の導入、社会的ニーズを考慮した試験装置・機器類の整備を進めてまいります。併せて、試
験・評価に関するワンストップサービスを推進してまいります。

　試験結果が判明した時点で既に当該材料が実構造物に施工されている工事用材料試験にお
いては、試験結果が実構造物の安全性や経済性に甚大な影響を与えることに常に心をいた
し、引き続き緊張感をもって試験に臨んでまいります。また、弊センターの第三者性を幅広
いお客様に訴求していくべく、デジタル技術の進展を踏まえて、弊センターの試験管理シス
テムを、建築物の施主様も含めたお客様からの信頼性、利便性、迅速化を図るため、システ
ムの高度化を図り、我が国建築物の安全安心に貢献してまいります。

　弊センターの第三者性を活かし、お客様のニーズに耳を傾け、建築材料の製品認証やマネ
ジメントシステムの認証、確かな品質の審査を提供し、建設産業の健全な発展に積極的に寄
与してまいります。

　弊センターは第三者性を軸として、すべての人が安心と安全を感じる社会の構築を支えて
まいります。また、賃上げと投資が牽引する成長型経済を実現するとともに、人財尊重を基
軸とした国づくりにも弊センターはしっかりと貢献してまいります。どうぞ引き続き、お客
様各位のご指導ご鞭撻をよろしくお願いいたします。

2025年度初頭のご挨拶

渡辺 宏
理事長
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2025年度に向けて

松本 浩
常務理事・事務局長

　2024年度は、前年度に引き続き、名目、実質ともにGDPの上昇が想定され、また、実質賃金
が緩やかに改善する中、消費も上向きつつあり、日本経済には緩やかな回復の動きがみられてい
ます。2025年度においても緩やかな回復が続くことが期待される一方で、国内外の政治・経済・
社会の不確定要素の影響が懸念される状況かと思います。
　建材試験センターの2024年度第3四半期までの受注状況は、2023年度比105％（金額ベース）
となっており、また、2024年10月に取りまとめた2024年度執行見込みによれば、2024年度の経
常収益見込みは約39.7億円（予算比0.5億円減）、経常損益見込みは約3.0億円（同0.5億円減）とな
っています。
　2025年度においては、計画的な業務の効率化や新規展開、事業所間の連携強化、積極的営業
活動等の実施を継続するとともに、試験等の早期かつ的確な実施と迅速な報告書作成等による顧
客満足度の向上を図っていきます。
　一方、中央試験所の第3期以降の施設整備に向けては、2023年度に工事材料試験所の一部試験
室を取り込んだ形でのマスタープランを作成したところであり、2025年度においては防火材料
試験棟及び仮設骨材試験棟の整備を行います。また、工事材料試験所武蔵府中試験室において
は、2026年度に横浜試験室を統合する方向で所要の施設拡充を行います。
　更に、業務支援システム等の見直しについては、「IT化、クラウド化からDX化へ」を念頭に
整備を進め、現在部分運用に留まっている認証ユニット新基幹システム「BAITAL」及び工事材
料試験ユニット新基幹システム「CON-PAS」について、2025年度中の完全運用を目指して追加
整備を進めていきます。
　一方、「働き方改革」の一環として、週4日勤務（週休3日）や副業対応明確化に加えて新たに短
時間勤務を制度化するとともに、各種の業務支援システム等を有効に活用し、在宅勤務と職場勤
務が連携したハイブリッド型在宅勤務（いわゆるハイブリッドワーク）を継続していきます。
　また、職員の能力、資質や希望等を踏まえた積極的な教育研修を実施するとともに、職員の就
業環境向上により持続的な発展を目指していきます。
　2025年度の予算については、本年1月からの性能評価関連の省令料金見直しや製品認証事業の
3年周期のピーク年であることを前提に、経常収益は約41.9億円（2024年度比約1.7億円増）と想
定しています。また、近年の施設整備による減価償却費や人件費等の増加により経常費用は約
38.4億円（同約1.7億円増）を想定し、これらの差し引きで、経常損益としては約3.5億円（同同額
程度）を、また、営業キャッシュフローとして約7.0億円（同約0.5億円増）を見込んでいます。
　建材試験センターは、今後とも引き続き「第三者証明事業を通し住生活・社会基盤整備に貢献
する」ことを使命として、試験事業、性能評価事業、認証事業等を的確かつ公正に実施してまい
ります。
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1． はじめに

　近年、地球温暖化による気候変動の影響が顕著となり、
特に北極域はその影響を最も強く受けている地域の一つで
ある。北極域に暮らす人々の生活は、厳しい自然環境と密
接に結びついており、エネルギー供給は生存に不可欠な要
素だが、地理的な遠隔性やインフラの脆弱性など、様々な
要因により北極域のコミュニティはエネルギー供給の不安
定性に常にさらされている。近年、北極域は天然資源に恵
まれているだけでなく、北極海航路、北極海光通信ケーブ
ルにも注目が集まっており、気候変動だけでなく、地政学
上のリスクも抱えておりエネルギーレジリエンス向上は喫
緊の課題である。このような背景をもとに2025年1月に立
ち上げられたIEA EBC-Annex 93 -Energy Resilience of 
the Buildings in Remote Cold Regions1）では、国際的な研
究開発を通じて、寒冷なリモートエリアに位置している建
物やコミュニティのレジリエンスを向上させるため、技術
的、経済的、環境的、政策的、社会的な検討を行う予定で
ある。また、それに先立って日本のプロジェクトである
ArcsⅡ2）（Arctic Challenge for Sustainability）の戦略目標
3（北極域における自然環境の変化が人間社会に与える影
響の評価）ではグリーンランド北部のリモートコミュニテ
ィで自然科学、社会科学、工学の研究者が連携し、様々な
環境変化が人間社会に与える影響とその対応策について研
究を行ってきた。
　災害時に限らず、持続可能な社会の実現には、貧困や気
候変動、エネルギー問題など様々な課題を解決する必要が
ある。先ず、寒冷な気候のため、多くの暖房エネルギーが
必要となるが、独立したエネルギーグリッドでそれらを賄
わなければならない。これらの地域では、他の燃料と比べ
輸送しやすい、発電機の安定性が高い、などの利点から、
電力や暖房の主要なエネルギー源としてディーゼル燃料が
採用されている。しかし、船舶による長距離輸送の必要が
あり、供給の遮断、貯蔵タンクの破損等のリスクがある3）。
また、例えばグリーンランドでは2024年までに国営エネ
ルギー会社による電力・熱供給の100％を 4）、アラスカ州
では2025年までに電力の50%を 5）、それぞれ再生可能エ

ネルギーで賄うことを掲げており、ディーゼルからの転換
が求められている。一方、北極域の主要な再生可能エネル
ギーは水力発電1）であるが、北部では利用可能な時期が限
られており、さらに小規模集落ではコスト面から導入が難
しい。そのため、持続可能性を高めるためにはエネルギー
消費量削減と小規模な再生可能エネルギーの導入が有効で
ある。
　本報告では、人類の定住地として最北の村の一つである
グリーンランド・Qaanaaqでの現地調査を通じ、北極域の
遠隔集落における住宅やインフラの現状と課題を把握し、
また、再生可能エネルギー導入の前提として高断熱住宅へ
の建替えが集落のエネルギー消費に与える影響の検討を通
じてレジリエンス向上のための提言と問題点について報告
する。

2． グリーンランド

　本報告の対象としているのはグリーンランドのQaanaaq
である。グリーンランドはデンマークの自治領であり、約
5万人が居住しているが、人口密度は0.028人/km2であり、
ほとんどの地域は氷床に覆われている。集落の多くは海岸
沿いにあり、首都のNuukでも人口は1万人であり、小集
落が海岸沿いに点在している。Qaanaaqへは、先ずコペ
ンハーゲンからKangerlussuaqに行き、さらにIlulissat、
Upernavikを経てQaanaaqに到着する（図1参照）。すべ
て航空機であるが、コペンハーゲンからは二日を要する。
　最近（2025年1月）はトランプ次期大統領が戦略的な位
置と資源の重要性を理由にグリーンランドの領有を再び提
案し、軍事力や経済的圧力を使用する可能性を示唆してい
る。それに対し、グリーンランドの首相（エゲデ氏）は「グ
リーンランドの人々はアメリカ人になりたくない」と述べ、
グリーンランドの独立を強調している。また、デンマーク
首相も売却に反対の立場をとっており、安全保障に関して
デンマークがより大きな責任を負う用意があると伝えてい
る6）。
　日本とは漁業貿易を通じて協力関係があり、甘えび、カ
ラスガレイ（えんがわ）が有名である 7）。グリーンランド
北部のQaanaaqやSiorapalukには1970年代はじめに植村

森 太郎
北海道大学大学院 工学研究院 建築都市部門 教授

北極域リモートコミュニティの
エネルギーレジリエンス
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直己氏が滞在し、犬ぞりの技術習得を行い、その後、グ
リーンランド北西岸を犬ぞりで3000km単独行やグリーン
ランド縦断を成功させており、同時に滞在していた大島育
雄氏は、その後、現地で猟師として生活している8）。また、
近年、気候変動が氷河や氷床に及ぼす影響を研究するため
にグリーンランドが重要な研究フィールドになっており、
北海道大学の低温科学研究所を中心に多くの研究者が滞在
するようになってきている9）。

3． Qaanaaqの概要

　図1はQaanaaqのドローン画像である。Qaanaaqの位置
は77°28′N、 69°13′Wの永久凍土地帯に位置しており、
最北の集落と言われている。人口は約600人であり、集落
の中にはスーパー、学校、警察、消防署、診療所もある。
Thule基地の建設に伴って移住させられた原住民が形成し
た集落である。主要産業は漁業である。図2は外気温と相

対湿度及び日射量である10）。外気温は冬季には-30℃まで
下がり、夏季でも10℃前後までしか上昇せず、寒冷な気
候であることがわかる。また北緯77度に位置することか
ら、極夜と白夜が存在する。

4． 現地調査

4.1　エネルギー
　Qaanaaqでは、エネルギーを化石燃料で賄っており、
発電や建物の暖房に使用されるディーゼル、航空機用燃
料、自動車、船の燃料に使われるガソリンの3種類がある。
これらのすべてを年2回の輸送に頼っているが、近年では
気候変動による海氷の不確実性が増しており、船の到着が
遅れることがある。表1は集落に設置されている備蓄タン
クの容量である。年間の販売量を上回るタンク容量がある
のはディーゼルのみであり、この供給の遅れが日常生活に
影響する可能性がある。

図1　グリーンランド・Qaanaaq及びドローンによるQaanaaqの全景

図2　Qaanaaqの気象データ

Capacity［m3］ Use Sale per year［m3］

Diesel 2810
Heating/
Electricity 
generation

1725-1825

JetA1 210 Airplane 160-185

Gasoline 108 Car/Ship 100-150

表1　Tank capacity and sales of each fuel

Kangerlussuaq
Ilulissat

Upernavik

Qaanaaq

Nuuk

℃



寄 稿

6 7建材試験情報 2025 3・4 月号 建材試験情報 2025 3・4 月号

4.2　住宅
　Qaanaaqでは、デンマークから輸入した材料により建
設されている。本研究では、住宅を1階建ての切妻屋根住
宅（図3）、2階建て住宅（図4）、1階建ての片流れ屋根住宅

（図5）、に分類した。また、形態として戸建住宅だけでな
く、集合住宅も見られた（図6）。伝統的に住宅は木造であ
るが、最近はセメント以外の材料を現地で調達できること
からコンクリートの使用も検討されており、実際に基礎部
分で利用されている。住宅の大半は集落設立時の住宅基準
に合わせて建設されたものであり、断熱厚さは100mm程
度である。また近年建てられた住宅では、グリーンランド
建築基準法2006の基準値である熱貫流率0.2W/（m2・K）
を満たすように断熱がなされているが、他地域と比べて気
温の低いQaanaaqの住宅としては不十分である。政府が
所有する住宅が多くあり、窓の交換や外壁の塗装は行われ
ているが、断熱厚さを増加しエネルギー消費量の削減を推
進する動きは活発ではない。
4.3　建設業
　集落内に建設業従事者は10人～15人程度で、ほとんど

が専門的な知識や技術を持たない現場作業員である。建設
業は夏季から秋季にかけて繁忙期である一方で、9月末以
降はコンクリートの打設や外装の工事が難しくなり、仕事
量が減る。そのため、その間も作業員に職を与えるなどし
て人材を確保し続けることが課題となっている。
4.4　室内環境の実測調査
　2022年10月から2023年9月にかけて、ゲストハウスと
して使用されている住居のリビング等で、温度、相対湿
度、CO2 濃度、PMの計測を行った。図7に結果を示す。
室温は年間を通じて25℃前後で安定していた。外気温が
年間を通じて低いため年間を通して暖房が行われていた。
ゲストハウスの暖房はディーゼル燃料のボイラーによる温
水暖房であるが、House B、Cといった小規模な住宅では
ストーブが使われていた。室温の25℃はグリーンランド
の基準値の20℃に比べてやや高いが外気温が低く、住宅
の性能が十分でないことを鑑みると快適な室内環境を得る
ためには25℃程度の室温が必要と考えられる。既往研究
でも20℃を超えている住宅が多い 11、12） 。相対湿度は20
％以下の時期が多く、外気温が上昇する7月前後から30%

図3　House A 図6　Terraced house図5　House C図4　House B

図7　ゲストハウスの年間室内環境
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となっていた。換気設備は三種であるため、換気に伴って
低温の外気が侵入するためである。相対湿度も基準値では
30％～50%12）を維持することが求められているが、現状
の手法では難しい。
  CO2濃度は、計測期間の大半で1000ppmを下回っており、
適正に換気が行われていた。PM10は常時低い値であった。
周辺ではストーブが使われ、ごみのオープンバーニングが
行われていたが、その影響は計測されなかった。VOCは4
月以降上昇していた。外気温の上昇に伴って冬期に蓄積さ
れた排水中の物質が揮発した可能性もあるが、4月の外気
温は0℃以下であり、原因はわからなかったが非常に高い
値であり、室内環境に悪影響がでていると考えられる。

5． 住宅の暖房エネルギー消費量算出

5.1　住宅タイプごとの暖房負荷
　屋根形状ごとに分類したHouse A、B、Cの住宅モデル
を作成し、Energy-plus13）によりそれぞれの外皮面積あた
りの暖房エネルギー消費量を算出した。室内設定温度は実
測調査を参考に25℃、断熱材は熱伝導率0.049W/（m・K） 
のロックウールとし、その他の条件は表214）、表314）の通
りとした。
　シミュレーション結果を図8に示す。Aのエネルギー消
費量が大きいのは、ほかの2タイプと異なり天井を断熱し
ていないからだと考えられる。
5.2　全住宅の年間暖房エネルギー消費量推定
　Asiaq Map Supply Service14）から入手した住戸ごとの
地物データを、棟ごとのデータに書き換え、4.2のA、B、
Cに分類した。それぞれの高さと屋根形状を一定とするこ
とで1棟ずつの外皮面積を算出した。この外皮面積と、5.1
で求めた外皮面積当たりの暖房エネルギー消費量の積を合
計すると、全住宅の年間暖房エネルギー消費量は、12、
918、513kWhとなった。軽油の発熱量は36MJ/Lである。
したがって、暖房のみで1292m3 の軽油が必要である。資
料にある年間の軽油販売量のうち約70%が暖房用に用い
られていることになり、持続可能性の検討のためには暖房
エネルギー消費量の削減が必須であることがわかる。 
5.3　高断熱集合住宅への建て替え
　Qaanaaqでは、2022年時点で全世帯のうち半数以上が2
人以下である。一方で、現地調査と Asiaq Map Supply 
Service を参考に住宅と考えられる建物の床面積を算出し
たところ、半数以上 が50m2以上であった。そこで、床面
積50m2 の住戸が4戸連なったテラスハウスタイプの高断
熱集合住宅（図6）に建て替える効果について検討した。表
4はシミュレーションの設定である。シミュレーションの
結 果、1 棟 あ た り の 年 間 暖 房 エ ネ ル ギ ー 消 費 量 は
50,667kWhであった。現在の戸数を維持すると仮定する

と、66棟の集合住宅が必要となる。この場合、村全体の
住宅における暖房エネルギー消費量は3,343,998Whとなり、
3.2で算出した建替え前の値に比べ26%となり、大幅な削
減が可能なことがわかった。

図8　Annual heating energy per envelope area

Material Thermal conductivity
［W/m・K］

Thickness
［mm］

Wall Wooden board 0.15 25
Glass wool 0.049 100
Air gap
Gypsum board 0.22 9.4

Roof Wooden board 0.15 25
Air gap
Glass wool 0.049 100
Air gap
Gypsum board 0.22 9.4

Floor Glass wool 0.049 100
Air gap
Wooden board 0.15 25

表2　Building components

Thickness of Insulation［mm］ 300

Window U-factor ［W/m2・K］ 0.88

Door U-factor［W/m2・K］ 0.91

Ventilation rate［h-1］ 0.5

Infiltration rate［h-1］ 0.1

表4　House rebuild simulation

Heating point［℃］ 25

Infiltration rate［h-1］  1F・2F/Attic 0.7/3

Internal gain［W/m2］ 5

Window/Door  U-factor ［W/m2・K］ 3.6

表3　Simulation conditions
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参考文献6． 北極域リモートコミュニティの 
     エネルギーレジリエンス

　現地調査を通じ、Qaanaaqでは燃料や食糧などほとん
どのものを外部に依存していることがわかった。それにも
関わらず、輸送は1年のうち夏季の2回しか行われず供給
の遮断による物資不足のリスクに常にさらされている。ま
た、住民の多くが行政や漁業に従事しており、専門的なス
キルを持った技術者が不足していることも大きな課題であ
る。輸送の困難さと技術者不足という課題は、多くの寒冷
遠隔地域にも共通している。したがってこのような地域の
持続可能性向上手法を検討する際には、輸送と人材不足を
考慮する必要がある。高断熱住宅の普及は持続可能性向上
の一つの解決策になりうる。建設時の労働者不足を解決す
る必要はあるが、燃料消費量の削減により、住民の経済的
負担の軽減や、他の物資輸送量の増加が見込め、生活の質
の向上につながる。また、ディーゼルの貯蔵量は年間使用
量の1.5倍程度しかないため、供給遮断時のリスク低減に
もつながると考えられる。技術者不足の観点からも、高断
熱住宅は有益である。グリーンランドでは、暖房を電化し
ヒートポンプの使用を推進することで脱炭素化を目指して
いるが、機器をメンテナンスできる技術者の不足により、
Qaanaaq のような地域では導入が難しい可能性もある。
高断熱化はパッシブな手法で機器の故障等を考慮する必要
がないため、遠隔地域の小規模集落においても効果的であ
ると考えられる。

7． 総括

　本報告で得られた知見を以下に示す。
①ディーゼルが暖房と発電に使用されており、重要な燃料
であると確認された。
②住宅内は、温度25℃前後、相対湿度は15～25%であり、
あたたかく乾燥していた。
③現状の住宅の暖房エネルギー消費量を計算した結果、年
間の軽油販売量の70%が建物の暖房に使われていること
がわかった。
④高断熱集合住宅への建て替えにより暖房エネルギー消費
量26%まで削減することができた。
⑤北極域リモートコミュニティのエネルギーレジリエンス
には、エネルギー供給システムと建物の性能向上の検討に
加え、輸送と人材不足の観点からの検討が必要である。

【謝辞】
　本研究は北極域研究加速プロジェクト（ArCS II）JP-
MXD1420318865の一環として実施されたものです。記し
て感謝の意を表します。
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建材試験センターには、中途採用職員をはじめ、出向経験者など、異なる分野の経験を持つ職員が多くいます。
そんな職員たちを順次紹介していきますので、意外な一面を覗いていきましょう。

1． はじめに
　西日本試験所試験課に所属しています小椋智高と申しま
す。建材試験センターに入社し9年目になります。中央試
験所で材料試験、環境試験を担当し、その後2020年4月よ
り現在の西日本試験所で防耐火業務を主に担当し、昨年9
月より構造試験を担当しております。
　この「職員紹介」は、異なる分野のキャリア・経験を紹
介するコーナーということですので、今回は私の入社前の
経歴や経験についてご紹介させていただきます。

2． 前職について
2.1　前職の概要及び主な業務内容
　前職は産業機械メーカーに8年間勤めておりました。そ
の中で、機械設計、フィールドエンジニア、研究開発など
の職種を経験しました。取引先の業界は、半導体や電子部
品関連、自動車業界から食品関連まで様々で、色々な方々
とお仕事をさせていただきました。
2.2　前職で身に付けた知識、資格など
　前職では、まず技術部門に配属され機械設計に従事して
おりました。もともと大学では化学・物理学系を専攻して
おりましたので、図面の見方、書き方など設計の基本的な
ことが全く分からない状態からのスタートでした。身に付
いた技術的なスキルとしては、製図法やCADの資格取得
などが挙げられますが、何よりもモノづくりの工程を理解
できたことが自分にとって大きな収穫となりました。設計
部門はモノづくりにおいて中間の工程になります。上流に
あたる「お客様、営業部門」の要望を性能面、コスト面、
納期面で満足しているか、下流にあたる「製造、生産部門」
の加工、組立などの作業性は問題ないか等、関連部署とコ
ミュニケーションを取りながら、仕事を進めていく力が身
に付いたと思います。
　フィールドエンジニアでは、検討段階におけるエンジニ
アの立場からの技術的提案、導入時のサポートやトレーニ
ング、導入後のアフターフォローや時にはクレーム対応も
経験しました。ここでは、技術部門とは違い、生の現場の
声を直接頂戴しますので、お褒めの言葉を掛けていただく
など、うれしいことも多かった反面、精神的・肉体的なタ
フさが要求される環境でもありました。色々な業界の方々、
また色々な国籍の方々と直接お会いして、課題解決に取り

組めたことは、非常に大きな財産となりました。

3． 転職理由、きっかけ
　転職を考えたのは、いくつかのタイミングが重なったこ
とがきっかけですが、仕事面からいえば、社会人8年目と
なり仕事への理解が深まってくると同時に、自分はこの先
どのようなキャリアを積みたいかを考える時期にあったか
と思います。前職では様々なフィールドで仕事ができる楽
しさや、多様なスキルを養いながら成長できる充実感があ
りました。その経験を活かしつつ、次のステージとして、
専門性を深めながら、家族との時間を大切にしたいという
思いもありました。
　建材試験センターを選んだ理由としては、第三者証明機
関というところに魅力を感じたことが一番の理由です。モ
ノづくりにおいて、製品の安全性や性能のバックデータ
は、第三者による信頼性の付加が大切だと感じていまし
た。入社後の業務では、計測データの正確さや結果の信頼
性を常に意識し、付加価値の高いアウトプットを提供でき
るよう心掛けております。

4． 最後に
　今までの自分のキャリアを振り返ってみますと、様々な
分野を広く経験してきたなと改めて感じます。また私の場
合は、はじめに紹介させていただいた通り、建材試験セン
ターに入社してからも各試験分野を経験してきましたの
で、今後もオールラウンドプレイヤーとしての強みを生か
して業務に取り組んでいきたいと考えております。
　キャリアプランを考える上で、自分の強みや仕事上の
「好きなこと」を見つけることは重要だと思います。一方
で、新たな経験やチャレンジが視野を広げるきっかけにな
ることも多いかと思います。皆様も様々な角度からご自身
のキャリアプランを考えてみてはいかがでしょうか。

総合試験ユニット 西日本試験所 試験課 
主任

＜従事する業務＞
構造試験

小椋智高

職員紹介
〜バラエティ豊かなバックグラウンドを持つ職員たち〜

 a u t h o r
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特集 カーボンニュートラル社会を築く：建材の役割①

1． はじめに

　世界規模の異常気象が発生し、大規模な自然災害が増加
する等、気候変動問題への対応は今や人類共通の課題とな
っている。世界的に脱炭素の機運が高まり、様々な取組が
実行され、自国の産業競争力を高めようとする動きが強ま
っている。日本においても2030年度の温室効果ガス46％
削減、2050年カーボンニュートラルの実現という野心的
な目標を掲げ、エネルギー安定供給、経済成長、脱炭素の
同時実現を目指すグリーン・トランスフォーメーション

（GX）が始動している。
　今後、2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、
火力発電所の脱炭素化や、再生可能エネルギー、原子力、
水素・アンモニア等の新燃料の活用を進めるとともに、
CCUS/カーボンリサイクルについても取組を加速させて
いく必要がある。
　CCUS（Carbon dioxide Capture, Utilization and Stor-
age）は、鉄、セメント、化学、石油精製等の脱炭素化が
難しい（Hard to Abate）分野や発電所等で発生したCO2を
地中貯留・有効利用することで、脱炭素化を目指すもので
あり、不可欠な取組である。

として再利用するとともに、大気中へのCO2排出を抑制す
る技術である。
　2023年6月、経済産業省は関係省庁とともに、カーボン
リサイクルの意義、技術開発の方向性、産業間連携（CO2
サプライチェーン構築）の考え方等、産業化に向けた課題
やアクションを整理した「カーボンリサイクルロードマッ
プ」を取りまとめた。
　現在、政府では2040年に向けた戦略の検討が行われて
いる。2024年12月に原案を発表した次期エネルギー基本
計画（案）において、カーボンリサイクルの技術開発・社会
実装、国際展開、CO2サプライチェーン構築等を推進して
いく方針を示した。さらに、同時期に示された地球温暖化
対策計画（案）では、カーボンリサイクルを活用したCO2
吸収型コンクリートについて、我が国の温室効果ガス排
出・吸収目録への反映を進めるとともに吸収分のクレジッ
ト化を検討し、政府実行計画等に基づく公共調達による販
路拡大等を図ることにしている。また、将来的な公共工事
での調達義務化も視野に、生産性、安全性、費用対効果等
の検証を進めるなど、より具体的に今後の取組を示した。
2.1　研究開発
　カーボンリサイクルの技術開発は、化学品（オレフィン、
ポリカーボネート等）、燃料（合成燃料、合成メタン等）、
鉱物（コンクリート、セメント、炭酸塩等）など多岐にわ
たっており、成果も現れ始めている。例えば、CO2を原料
としたパラキシレンをスポーツ用ユニフォームに活用した
事例がある他、自動車のヘッドライトカバーなどに活用で
きるポリカーボネート樹脂もCO2から製造され、既に実用
化されている。
　また、グリーンイノベーション基金事業ではCO2を吸
収・固定させるコンクリートの研究開発が行われており、
2030年代の社会実装を目指し、まもなく開催される大阪・
関西万博において、ドーム構造物やベンチ、基礎部材な
ど、様々な場所で活用される予定であり、用途拡大に向け
た実証や開発した技術のデータ取得等が行われる。
　しかし、こうした技術の社会実装には、更なるコスト低
減が必要であり、プロセスの最適化や効率化を図っていく
ことが重要である。このため、グリーンイノベーション基

2． カーボンリサイクルの推進に向けて

　カーボンリサイクルはCO2を資源として捉え、これを分
離・回収し、コンクリート、化学品、燃料等、多様な製品

カーボンリサイクルに向けた
取組
笹山雅史
経済産業省 資源エネルギー庁 資源・燃料部燃料環境適合利用推進課 課長補佐

寄稿

図1　カーボンマネジメント（CCUS／カーボンリサイクル）の概要図
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バイオものづくり
建材

（コンクリート）

回 収
（ ）

直接利用

： （二酸化炭素回収・有効利用）
： （二酸化炭素回収・貯留）
： （二酸化炭素除去）



10 11建材試験情報 2025 3・4 月号 建材試験情報 2025 3・4 月号

金での取組に加え、広島県大崎上島に整備したカーボンリ
サイクル実証研究拠点も活用して継続的な技術開発を支援
していく。
2.2　産業間連携
　カーボンリサイクルの社会実装を進めるためには、技術
開発に加え、CO2の排出者・利用者・輸送者等を連携させ
る産業間連携を推進し、CO2サプライチェーンを構築して
いくことが重要となる。産業間連携等を通じて、CO2の流
通規模を大きくすることで、将来的なカーボンリサイクル
製品のコスト低減や、CO2削減効果の最大化、新たな産業
育成による地域活性化といった効果も期待できる。
　なお、産業間連携を円滑に進めるためには、供給者と利
用者とのマッチング、需給のバランス調整、CO2削減を最
大化する全体マネジメント等を担う事業主体（CO2マネジ
メント事業者（仮称））の設置が効果的であると考えられ、
現在、コンビナート等において、地域の事業者が主体とな
ったCO2サプライチェーンの構築、CO2マネジメント事業
者の在り方について検討が始まっている。
　既存インフラを最大限活用しつつ、水素・アンモニア、
CCS等による整備と連携し、地域の事業者等が主体とな
ったCO2サプライチェーンの構築を後押ししていきたい。

2.3　環境価値評価・国際展開
　今後、企業がカーボンリサイクルを推進する上で、その
環境価値が評価されることは、ビジネスモデルを検討して
行く上でも非常に重要である。政府でもカーボンリサイク
ルによる環境価値の検討が行われている。地球温暖化対策
の推進に関する法律に基づく現在の「算定・報告・公表制
度」では、CO2回収者が削減価値として温室効果ガスの排
出量を控除することが可能だった。しかし、現状の方法で
は、カーボンリサイクルの利用者にとってメリットを見い
だせないことから、同制度の運用の見直し議論が、2023
年から行われてきた。この結果、カーボンリサイクルによ

る燃料については、温室効果ガスの回収者とカーボンリサ
イクル製品を利用した者の協議により、CO2の排出量の配
分を決めることが可能となった。今後、鉱物、化学品の分
野においても、ビジネスモデルの構築とともに、検討を進
めていく予定である。
　また、昨年 4 月に環境省が発表した「温室効果ガス排
出・吸収量」（国家インベントリ）では、製造時にCO2を固
定、またはCO2由来材料を使用したコンクリート等による
CO2削減量を初めて算定し、国連に報告した。さらに、コ
ンクリート中のCO2固定量の評価手法に関するJIS/ISOの
策定についても有識者により検討がすすめられている。
2.4　担い手の創出・エコシステムの確立
　カーボンリサイクルは新しい価値基準を持つイノベーシ
ョンであり、社会実装や産業化に向けては、さらなる柔軟
な発想力やスピード感のある技術開発が重要である。海外
では、スタートアップによる技術開発・実証・ビジネスモ
デルの確立が活発に行われており、担い手としてスタート
アップが果たす役割は非常に大きいと考える。我が国で
も、全国各地の大学に、カーボンリサイクルの研究拠点や
研究センターが設置されている。
　しかしながら、カーボンリサイクル分野のスタートアッ
プは、主にプレシード、シード段階であり、育成には手厚
い支援が必要である。NEDO は、人材育成の観点から、
2024年度より広島大学にカーボンリサイクル特別講座を開
設した。座学のみならず実証研究拠点との連携により、実
習講義も組み込んだ、実学的な内容を提供している。こう
した取組により、将来的にカーボンリサイクル分野の技術
を支える人材の育成、産学官の連携促進を支援している。
　また、昨年開催されたカーボンリサイクル産学官国際会
議では、大学生が最先端の技術開発に携わる世界の事業者
や研究者と意見交換を行う等の取組を行っており、スター
トアップに対する支援や次世代の人材育成に向けた支援を
続けていく。

3． まとめ

　CCUS／カーボンリサイクルは温暖化対策の「最後の砦」
となる取組であり、カーボンマネジメントの中心的な役割
を担っており、今後も継続的な取組を続けて行き、社会実
装を目指し、国内外のカーボンニュートラル実現へ積極的
に貢献していく。

＜プロフィール＞
経済産業省 資源エネルギー庁 
資源・燃料部燃料環境適合利用推進課 課長補佐

図2　五井・蘇我地区（千葉県）コンビナートの例
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特集 カーボンニュートラル社会を築く：建材の役割①

1． 建設業のカーボンニュートラルとコンクリート

　2050年カーボンニュートラルに向け1）、建設業界も温暖
化ガス（以後、GHG）の排出抑制を進めている。主要な
GHGであるCO2について、建設業の直接的な排出量は730
万トンであり、わが国の排出量の0.7%に過ぎないが（2022
年度）2）、建設事業に関連する排出量は30～40%を超える
といわれる3～5）。詳細について著者の所属企業を例にサプ
ライチェーンGHG排出量を図1に示す 6）。スコープ1（直
接排出）やスコープ2（購入電力・熱などに係る間接排出）
に比してスコープ3（スコープ2以外の間接排出）の割合が
顕著に高い。産業セクターとしてはスコープ1、2の排出
量削減を進めるが、カーボンニュートラルを実現可能な構
造物を顧客に提供するためにはスコープ3の削減が大きな
効果を持つ。スコープ3の上流ではカテゴリー1（調達資
材）、下流ではカテゴリー11（製品の利用）の割合が高く、
カテゴリー1の排出量の多くはコンクリートや鋼材の製造
に由来する6）。建設資材の製造に関わる素材産業でも2050
年カーボンニュートラルを目指す活動は活発であり、成果
を待てば建設業のスコープ3排出量も“自動的に”削減され
る。しかし、建設事業は計画から竣工（スコープ3上流の
集計終了）まで10年間を超える長期に亘ることも珍しくな
く、また、安全・安心な社会インフラの提供には、新材料
に対する法体系・規準類の整備、設計や施工・維持管理に
関する技術開発、長期耐久性の検証など時間を要する。さ
らに、所有者や発注者、使用者が「安全と安心」を得るた
めには新しい材料への「理解と信用」が必須である。長期
耐久性を例にあげると、促進試験などの科学的な手法で

「理解」を深めることができるが、「信用」に至るには長期
の供用実績を示すことも重要である。
　2050年に間に合わせるためには素材産業の脱炭素化の
完了を待つことなく、その活動と並行してコンクリート開
発を進める必要があり、「理解と信用」の獲得のため多様
な構造物や使用環境で早期の社会実装を加速させている。

2． T-eConcrete®の特徴

　著者らのグループは建設資材のうちコンクリートについ

て、CO2の排出を削減あるいは吸収・固定できる環境配慮
コンクリート：T-eConcrete®の開発を進めている。コン
クリートに関わるCO2排出量の多くは使用するセメント
の製造時に発生するため（図2）、産業副産物に由来する混
和材と置換することで排出量を削減できる。副産物は製造
時のCO2排出量が小さく、その活用は資源循環にも貢献
する。T-eConcreteの構成を図3に示す。建築基準法対応
型はポルトランドセメントの60～70%を高炉スラグ微粉
末（製鉄副産物）と置換する。JIS R 5211の高炉セメント
C種に相当し、建築基準法との親和性が高い。ポルトラン
ドセメントのみを用いた強度レベルの等しいコンクリート

（通常のコンクリート）に対するCO2削減率は60～70%で
ある。なお、通常のコンクリート1m3あたりの使用材料の
製造などに関わるCO2排出量は、強度レベルによるが、
概ね260～330kgである。フライアッシュ活用型は高炉ス
ラグ微粉末とフライアッシュ（石炭火力発電所などで発生
する副産物）を用い、ポルトランドセメント量を10～25%
に減じる。CO2削減率は60～80%である。セメント・ゼ
ロ型はポルトランドセメントを使用せず、高炉スラグと、

環境配慮コンクリート：T-eConcrete®
によるカーボンニュートラルへの貢献
大脇英司
大成建設株式会社 技術センター T-eConcrete実装プロジェクトチーム 栄誉研究員

寄稿

図2　コンクリートの材料構成とCO2排出
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図1　大成建設のサプライチェーンGHG排出量
（文献6から作図）
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化学反応を促進する刺激材を結合材とする。CO2削減率は
75～80%である。これらは建設資材として単独ではカー
ボンニュートラルに届かないが、わが国の2030年度の目
標である46%削減（2013年度比）7）や、検討が進む2035年
度、2040年度の目標の想定値、それぞれ60%削減および
73%削減8）に貢献できる。
　Carbon-Recycle では、CO2の有効利用技術（Carbon 
dioxide Capture and Utilization: CCU）のうち、カーボン
リサイクル技術（図4）により製造される炭酸カルシウム

（以後、CCU-CaCO3）をセメント・ゼロ型に加える。CO2を
炭酸塩鉱物（CaCO3）としてコンクリートで固化するため
長期に亘り安定してCO2を固定できる。CCU-CaCO3は廃
棄物や副産物のカルシウムにCO2を固定して製造し、CO2
の資源化と廃棄物や副産物の活用による資源循環を促す。
CCU-CaCO3の製造はカーボンリサイクルによる他の製品
より投入エネルギーが少なく、実用化が先行している。
　社会実装の実績のあるT-eConcrete/Carbon-Recycleの
例では（表1）、 CCU-CaCO3の利用により1m3のコンクリー
トに98～171kgのCO2を固定できた。使用材料の製造時
のCO2排出量を固定量で相殺すると排出量が -116～-8kg/
m3となり、カーボンネガティブを実現した。通常のコン
クリートとの比較によるCO2削減率は103～149%であっ
た9）。T-eConcrete/Carbon-Recycleのそのほかの特徴や性
状 10～12）を表2にまとめた。設計や施工計画、製造や施工
に関わる設備や装置の変更なしに通常のコンクリートと速
やかに置換するため、T-eConcrete/Carbon-Recycleは耐
久性を含めた性状などを、極力、通常のコンクリートと同
様とした。
　カーボンニュートラルはGHGの排出量と吸収量を均衡さ
せることであり、排出量の削減に加えて吸収作用の強化が
求められる13）。この点でCarbon-Recycleへの期待は高く、
国連にもわが国の吸収量の一部として報告されている14）。

3． T-eConcrete/Carbon-Recycleの
    社会実装と課題

3.1　社会実装の実績
　T-eConcrete/Carbon-Recycleの社会実装を進めている 9）。
2021年から2025年1月までの適用件数は24件となった。
これにはコンクリートの施工に関わる生産性の向上を目指
して3Dプリンターを用いた事例も含まれる例えば15）。CO2
の固定量などに加え、個々の事例のコンクリートの性状を
表1にまとめた。コンクリートの製造においてCO2吸収設
備や吸収・固定操作などの特別な追加事項がなく、コンク
リート製品工場や移動プラントの常用ミキサーで製造で
き、所定のスランプやスランプフローに調整できた。コン
クリート製品も従来と同様な養生工程や生産（操業）サイ
クルで脱型時や出荷時の強度などの規定を満足し、生産性

の低下はなかった。空気量は、セメントを使用しないこと
から、耐凍害性が必要な場合は6.0%とした 16）。圧縮強度
は27～50N/mm2となり、十分な強度発現性を示した。
　セメントを使用しないため、建築基準法における指定建
築材料に該当しないが、人道橋では建築基準法20条によ
り大臣認定を取得して基礎構造物に適用した（写真1（a））。
セメントを使用せず、CCU材料を大量に混和したコンク

項目 性状など

CO2固定量 98 ～ 171kg/m3

CO2原単位 -116 ～ -8kg/m3

CO2削減率※ 103 ～ 149%

ミキサー 製品工場：パン型、強制二軸型
移動プラント：パン型、傾胴型

スランプ 1000kN

スランプフロー 45±7.5 ～ 70±7.5cm

空気量 4.5±1.5 ～ 6.0±1.5%

圧縮強度＃ 27.5 ～ 50.5N/mm2

※：�普通セメントを使用した同一強度レベルの従来のコンクリートとの
比較。事例毎に比較対象が異なるため百分率で示した。

＃：各事例における20℃水中養生、材齢28日での平均

表1　社会実装したT-eConcrete/Carbon-Recycleの基本性状

図4　カーボンリサイクル技術と炭酸カルシウム

図3　T-eConcreteの構成とCO2削減効果
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リートを建築物の主要構造部に適用した国内初の事例であ
り、世界でも類例を見ない 17）。一般にコンクリートは強
アルカリ性で、酸性のCO2を吸収・固定するとアルカリ性
を失い鉄筋の防錆能が損なわれるが、Carbon-Recycleは
予めCO2を弱アルカリ性のCCU-CaCO3として固定し、強
アルカリ性の結合材（高炉スラグ微粉末など）で固化する
ため防錆能が低下しない特長がある。これも踏まえて鉄筋
コンクリート構造として認定された。
　コンクリート製造後にCO2吸収操作などが不要である
ため、現場打ちコンクリートとして従来と同様に施工でき
ることもCarbon-Recycleの特長である（写真1（b））。また、
高炉スラグ微粉末を多用するため、硬化後の表面は白色を
呈し、顔料の添加や骨材の選定、研磨などの加工により意

匠性を付与することが容易である。石材調の仕上げ材とし
て付加価値を向上することも可能である（写真1（c））。
3.2　社会実装の加速に向けた課題とその解決
　T-eConcreteの社会実装の加速には、それに適したサプ
ライチェーンやバリューチェーンを構築することが課題と
なる（図5）。コアコンピタンスである新しいコンクリート
材料の開発やその社会実装の技術力や推進力を基軸に幅広
く連携し、課題の解決を進めている18）。
　“CCU技術”では環境や経済の側面も含め、合理的で安
定したCCU-CaCO3の供給を目指す。CCU-CaCO3に用いる
カルシウムは廃棄物や副産物に由来するため、CO2に加え
て廃棄物や副産物のサーキュラーエコノミーを推進する。
廃棄物の区域内処理の原則や運搬に係るCO2の排出を考
えると地産地消（地産地活）による循環が望ましい。廃棄
物や副産物の種類や発生量に関わる地域性に対応するため
多数の企業と連携し、開発を進めている例えば19, 20）。他方、
グリーンイノベーション基金を用いたCCU-CaCO3の製造検
討やコンクリートへの適用性検討も進んでおり 21 ～ 23）、
種々の活動の成果としてCCU-CaCO3製造拠点の増加が加
速されることを期待している。
　“新材料開発”では地域ごとのCCU-CaCO3の特徴を活か
した“商品化（製品化）”が求められる。T-eConcrete/セメ
ント・ゼロ型の商品開発のためにコンクリート製品製造者
などと組織したT-eConcrete研究会は 24）、現在、全国か
ら約40社の参画を得ている。Carbon-Recycleの商品開発
にも展開し、先に示した社会実装を実現した。特産品、銘
品のように地域に貢献できる開発を目指している。
　地産地消の実現には“地域連携”、“官民連携”による支
援が必要である。例えば愛知県への提案により、産業部門
のCO2削減に資するカーボンリサイクルサプライチェー
ンを地域に実装することを目指して「あいちカーボンリサ
イクル推進協議会」が設置された。地域におけるカーボン
リサイクルに係るビジョン策定や協力企業などの参画によ
る仲間づくりにより、事業化の支援を得ている 25）。また、
“官民連携”は新材料の実装や発注などに関わる多くのルー
ルと整合を図るためにも不可欠である。人道橋の事例（写
真1（a））では、建築基準法に係る大臣認定の取得に時間
と労力を要した。改善に向けて規制改革を要望し、効率化
に向けた検討が進んでいる26, 27）。
　「経済と環境の好循環」1）にはバリューチェーンの構築も
重要である。T-eConcrete/Carbon-Recycleの環境価値評
価の基礎となるCO2固定量の測定法について、JIS化の検
討が進み 28）、Ｊ-クレジットにおける評価方法の検討が進
められる 29）。現在、T-eConcreteでは建築基準法対応型に
ついてＪ-クレジット認証を受けているが 30）　、CO2の固
定、資源化を含むCarbon-Recycleについてクレジット認
証が拡大される意義は大きい。

項目 特徴や性状など

用途・用法

構造形式 鉄筋コンクリート構造、 無筋構造

適用形態 場所打ちコンクリート、二次製品

使用材料

結合材 ポルトランドセメントを使用せず

CO2の吸収・固定 CCU-CaCO3を活用

骨材・化学混和剤 従来※の材料を使用

製造

コンクリート製造 従来と同様の装置・設備・手順

二次製品製造 従来と同様の装置・設備・工程

施工

場内運搬・圧送 高流動コンクリートと同等の扱い

締固め・仕上げ 従来と同様

養生方法 従来と同様、暑熱・寒冷に配慮

フレッシュ性状

流動性・充填性 スランプ／スランプフローで管理

凝結特性 従来と同様

発熱特性 従来より優れる、発熱が小さい

硬化後性状

圧縮強度 従来と同様に、
水結合材比または水粉体比で設計

その他の力学特性 従来と同様に圧縮強度と関係づけ

収縮特性 従来の予測式で推定可能

耐久性

中性化抵抗性 やや速いが、従来と同様に供用可

塩分浸透性抵抗性 従来より優れる、浸透が遅い

凍害抵抗性 従来と同等、適正な空気導入が必要

ASR＃抵抗性 非常に優れる
※：同一強度レベルの普通コンクリート
＃：アルカリシリカ反応

表2　T-eConcrete/Carbon-Recycleの一般的な特徴
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4． カーボンニュートラルへの貢献

4.1　T-eConcrete/Carbon-Recycleの社会実装効果
　T-eConcrete/Carbon-Recycleをカーボンネガティブな
コンクリートあるいはコンクリート製品として、地産地消
を指向しながら全国に提供する準備が進み、実装の後押し
となる適用実績が増加している。カーボンニュートラルの
実現と循環型社会の構築への貢献が期待される。
　コンクリートは鉄筋コンクリート（RC）構造として、レ
ディーミクストコンクリート（現場打ち）で使用されるこ
とが多い。T-eConcrete/Carbon-Recycleも鉄筋の防錆能
を備え、現場打ち施工について検証している（写真1（b））。
RC 構造物のCO2排出構成を図6に例示する 31）。コンク
リートをT-eConcrete/Carbon-Recycleに置き換えるとCO2
排出量は -116～-8kg/m3となるが（表1）、鉄筋の製造や施
工に関わるCO2排出量を相殺してカーボンニュートラルに
することは難しい。鉄筋は電炉材で作られる。電炉メー
カーにはスコープ1、2のCO2排出量を2025年度に46%削
減（2013 年度比）するとの目標を掲げる企業もある 32）。 
これが達成されれば、単純には図6の鉄筋のCO2は93kg
に縮減され、T-eConcrete/Carbon-Recycleの適用により
使用材料のカーボンニュートラルを実現できる可能性が高
まる。さらに、著者の所属企業（建設業）の例では、スコー
プ1、2（図6の施工、解体に相当）のCO2排出目標を2030
年に42%削減、2050年にゼロとしている 33）。関連する廃
棄 物 処 分 や 運 輸 に 関 わ る 業 界 動 向 を 加 味 す る と、

T-eConcrete/Carbon-Recycleの適用により使用材料だけ
でなく、RC部材あるいはRC構造物として概ねカーボン
ニュートラルを達成できる見通しが得られる。
　建築物についてライフサイクルでカーボンニュートラル
を目指す動きがある。例えば、資材調達、施工、運用・修
繕、解体の段階からなる一連のCO2排出量をゼロにする“ゼ
ロカーボンビル”（ZCB）の建設が始まっている34）。資材調
達や施工、修繕、解体の各段階ではカーボンニュートラル
に届かないが、不足する削減量を運用段階の創エネなどで
オフセットしてカーボンニュートラルを達成する（図7）。
コンクリートのCO2排出量は少ないほど良いがカーボンニ
ュートラルである必要はなく、T-eConcreteでは4種（図3）
全てが活用できる 35）。建設業のサプライチェーンGHG排
出量ではスコープ3（下流）排出量の割合が高いことに着目

図5　T-eConcreteの社会実装の加速に向けて

（a）人道橋基礎構造物（橋台ほか） （b）現場打ち（生コン）による舗装 （c）コンクリート製品による舗装
写真1　T-eConcrete/Carbon-Recycleの社会実装例

図6　鉄筋コンクリート構造物のCO2排出構成の例
（文献31に情報を追加して作図）
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すると、現在の技術レベルでも建築物のカーボンニュート
ラルが実現できる。T-eConcreteの適用数量が多いほど有
効であるため、対象の拡大に向けてカーテンウォール36）、
耐火被覆材 37）、場所打ち杭 38）、地盤改良材 39）、アンカー
グラウト40）、ソイルセメント壁 41）、高強度化 42）など、幅
広く応用技術の開発を進めている。
　評価の空間、時間的範囲が広がると貢献の度合いは相対
的に下がるが、T-eConcrete/Carbon-Recycleはセメント・
コンクリートセクターあるいは建設セクターに関わるカー
ボンニュートラルに貢献することができる。
4.2　T-eConcrete/Carbon-Recycleとコスト
　T-eConcrete/Carbon-RecycleはCCU-CaCO3を用いる点
に特徴があるが、材料製造にカーボンリサイクルの工程が
加わるためコストの上昇が懸念される。建設事業、特に資
材調達から施工における評価は品質、工期、コストを軸に
することが多い。環境性能を独立して評価することは稀
で、コスト上昇分は排出権クレジットなどで相殺される
か、上昇に見合う環境性能以外の品質向上や工期の短縮な
どが求められる。クレジットの価格を 970 ～ 10,000円 /
t -CO2としたときのT-eConcrete/Carbon-Recycleの価値
が272～35,100円/m3となるとの試算と 43）、直近の国内市
場のクレジット価格が10,000円に満たないことから 44）、
現時点ではクレジットによるCCU-CaCO3の製造コストの
相殺は難しい。他方、T-eConcrete/Carbon-Recycleは迅
速な普及を目指し、環境性能以外は通常のコンクリートと
同様の性状（表2）にしたため、追加的な品質向上などによ
るコストの回収も難しい。
　環境性能の持つ経済価値について理解が広まらなければ
T-eConcrete/Carbon-Recycle実装の障壁となる。環境費用
の内部化が重要であると考え、COP（国連気候変動枠組条
約締約国会議）や万博などの機会に啓蒙を続けている45-48）。
サプライチェーンやバリューチェーンの構築に合わせて機運
を醸成し、カーボンニュートラルの実現に貢献したい。
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図7　ゼロカーボンビルのCO2排出イメージ
（文献34から作図）
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1． はじめに

　2020年に表明されたカーボンニュートラル宣言を受け、
日本国内でも環境負荷低減への機運が高まるなか、建設業
界では気候変動への対策を目指し、二酸化炭素（CO2）の排
出量削減や吸収・貯蔵といった技術の開発・実用化が進ん
でいる。コンクリート分野では、2010年代初頭より大手
ゼネコンをはじめとしてコンクリート材料に由来するCO2
排出量を削減する環境配慮型コンクリートが提案・普及さ
れてきた。
　このような背景から、日本建築学会の建築工事標準仕様
書・同解説　JASS 5　鉄筋コンクリート工事（以下、JASS 
5とする）では、2022年の改定で鉄筋コンクリート造建築
物の構造体への要求性能として、従来の構造安全性、耐久
性、耐火性、使用性および位置・断面寸法の精度および仕
上がり状態に加えて“環境性”が追加された。この環境性
では、資源循環性、低炭素性および環境安全性の3つの指
標が示されており、環境配慮型コンクリートはこれらすべ
ての指標で効果が得られるとされている。
　本稿では、私が開発に関わった環境配慮型コンクリート
の技術について、その概要や採用事例を紹介する。

2． 2種のセメントを併用するH-BAコンクリート

2.1　H-BAコンクリートの概要
　汎用性の高い環境配慮型コンクリートとして、普通ポル

トランドセメント（以下、普通セメント（記号：N）とする）
と高炉セメントB種（記号：BB）を併用するH-BAコンク
リート1）がある。
　H-BAコンクリートの開発に着手した2016年当時、環境
配慮型コンクリートの主流は高炉スラグ微粉末などの混和
材を多量にセメント置換したもので、図1のようにCO2排
出量の削減効果は大きいが、コンクリートの性能への影響
も大きく、採用部位が地下構造物に限定されやすい技術で
あった。
　一方で、H-BAコンクリートは、CO2排出量の削減効果
は約20%と大きくはないが、コンクリートの強度発現性
や耐久性、施工性が一般のコンクリートと同等であり、鉄
筋コンクリート造建築物の7～8割とされる地上構造物に
も適用することができる汎用性の高い環境配慮型コンク
リートである。
　また、H-BAコンクリートに使用する普通セメントおよ
び高炉セメント B 種は、 いずれも全国の生コン工場の
98%以上が常備するセメント 2）であり、骨材や練混ぜ水、
化学混和剤を含め、日常的に使用するコンクリート材料で
の製造が可能である。
　なお、H-BAコンクリートとは表1に示す普通セメント
と高炉セメントB種の割合のほか、所定の調合設計や施工
の方法によるコンクリートを指す技術名称である。
2.2　建築物への適用への法的な位置づけ
　H-BAコンクリートの建築物への適用にあたり、基礎や

CO2排出量を削減する環境配慮型
コンクリートの製造と建築分野での適用
金子 樹
株式会社長谷工コーポレーション 技術研究所 建築材料研究室 チーフ

寄稿

図1　環境配慮型コンクリートの特長

杭（地下構造物）

基礎

上部構造物

【他環境配慮型コンクリート】

・強度発現性 ：遅 延*

・耐久性能 ：低 下*

・施工性能 ：養生期間の延長

・使用材料 ：特別な材料を使用

・環境配慮性 ：60%超のCO2削減

＊一般的なコンクリートと比較しての性能

【H-BAコンクリート】

・強度発現性 ：同 等*

・耐久性能 ：同 等*

・施工性能 ：同 等*

・使用材料 ：一般的な材料

・環境配慮性 ：約20%のCO2削減
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柱などの主要構造部等に使用する建築材料では、建築基準
法第37条（建築材料の品質）に適合しなければならない。
ここでは、コンクリートについて図2に示すように第一号
の日本産業規格（JIS）もしくは第二号の国土交通大臣の認
定を受けたものとなる。このうち、第一号の「JISに適合
する」とは、平成12年建設省告示第1446号に規定される
年版のJIS A 5308（レディーミクストコンクリート）によ
ると定められている。この JIS への適合とは、必ずしも
JIS Q 1011（適合性評価−日本産業規格への適合性の認証
− 分野別認証指針（レディーミクストコンクリート））に
よりJISマーク表示認証を受けたコンクリートのみでなく、
JIS A 5308への適合性を十分に説明できる資料等により、
JISマークがないコンクリートも含まれる。
　H-BAコンクリートの考え方である普通セメントと高炉
セメントB種の併用は、2024年3月の改正でJIS A 5308に
も条件付きで“BA+”として取り入られた。しかし、H-BA
コンクリートでは表1の併用の割合などの条件を満たすと
して生コン工場がJISマークを取得しない限り、JISマー
クなしJIS適合との位置づけは変わらない。
2.3　採用事例
　H-BAコンクリートの施工実績は5万m3（2024年9月現
在）を超え、使用するコンクリートのすべてをH-BAコン
クリートとした建築物もある。
　建築物への採用事例として、東京都内の地上5階の鉄筋
コンクリート造の集合住宅がある。ここでは、H-BAコン

クリ ー トを地上部の躯体コンクリ ー トの全量である
2,260m3に使用した。施工したH-BAコンクリートは、近
隣の3つの生コン工場で製造し、呼び強度は36、39および
42、指定するスランプは21cm、空気量は4.5%とした。施
工時期は1月～5月で、構造体コンクリート強度の検査と
して22ロットの受入れ検査を実施した。
　受入れ検査の結果では、図3のようにスランプおよび空
気量はいずれも管理値の範囲内であった。また、圧縮強度
は材齢7日の時点でおおむね調合管理強度に相当する程度
であり、28日では調合管理強度を満足した。このように
H-BAコンクリートの実施工では、工事期間を通じてフレ
ッシュコンクリート、圧縮強度ともに極端な品質の変動は
なく、安定的な品質のBAコンクリートが製造・供給され、
工事進行も順調であった。
　本件におけるH-BAコンクリートの採用によるCO2の削
減効果を表2に示す。CO2の排出量は、使用するセメント

a）スランプおよび空気量
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図3　受入検査結果
b）圧縮強度

0

10

20

30

40

50

60

70

0 500 1000 1500 2000 2500

圧
縮
強
度
（
N
/m

m
2 ）

出荷量（m3）

28日

7日

調合管理強度

図2　建築基準法第37におけるコンクリートの取り扱い

JIS A 5308（告示第1446号で指定の2019年版）

H-BAココンンククリリーートト
呼び強度39
防水コンクリート 他

JISマークなし適合JISマーク表示製品

JIS Q 1011により
認証を受けた
コンクリート

国土交通大臣認定

JIS A 5308に含まれない種類のコンクリート
超高強度コンクリート
繊維混入コンクリート 他

建築基準法第37条

種類 高炉スラグの
分量（質量%）

セメントの併用の割合
（質量%）

普通セメント 高炉セメント
B種

H-BA10 約10 80.0 20.0

H-BA15 約15 67.5 32.5
H-BA20 約20 55.0 45.0

表1　H-BAコンクリートの種類とセメントの併用の割合

呼び強度 打込み量
（m3）

CO2削減量
（kg/m3） 総量（t）

36 1207 54.0～54.7 66

39 421 56.4 24
42 632 59.8～61.1 38

計 128

表2　コンクリート材料由来のCO2の削減効果
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が2種類ともサービスステーションの経由などの合理的な
供給網を有すること、H-BAコンクリートの製造時や施工
時に特殊な工程を要しないことなどから無視できるものと
し、単にセメント製造によるインベントリの差から求め
た。これによると、H-BAコンクリートの採用によりコン
クリート材料に由来するCO2排出の単位量当たりの削減量
は54.0～61.1kg/m3であり、呼び強度が高いほど、単位セ
メント量が大きくなるほど削減量も大きく、 本件では
2,260m3の施工で約128tのCO2排出量の削減効果を得た。

3． 適材適所への使い分けができるCELBIC

3.1　CELBICの概要
　2022 年版の JASS 5 では、環境性を含む要求性能を部
位・部材に応じて示されることとしている。そこで、同一
の材料を用いて適材適所に応じた環境配慮型コンクリート
を使い分けることができる技術としてCELBIC（セルビッ
ク、Consideration for Environmental Load using Blast 
furnace slag In Concrete）3）、4）がある。
　CELBIC は、 表 3 に示すゼネコン 13 社で構成する
CELBIC研究会（環境配慮型コンクリートの諸性状および
評価方法に関する研究会）で開発した環境配慮型コンクリー
トである。CELBICでは、セメントの一部を高炉スラグ微
粉末（記号：BF）で代替し、その使用率に応じて3種類の
異なるコンクリートの性能やCO2排出量の削減効果となる。
　そのため、CELBICのA種クラスでは図1の左側のH-BA
コンクリートと同様に地上構造物をはじめ汎用的に適用で
きる。一方で、C種クラスでは図1の右側と同様にコンク
リートの性能から適用箇所に限定はあるが大きなCO2排出
量の削減効果が見込める。また、B種クラスではA種クラ
スからC種クラスの中庸な性能であり高炉セメントB種の
代替にもなる。このようにCELBICは高炉スラグ微粉末の
使用率を10～70%の範囲において、採用箇所に応じた性
能を任意に選択が可能となる。また、CELBICで使用する
高炉スラグ微粉末は、A～C種のクラスによる使い分けが
なく、また調合設計においても生コン工場の標準配合を応
用するなど、製造面にも配慮した技術設計としている。
3.2　採用事例
　CELBICを適材適所に使い分けた事例として東急建設が
施工した建築物5）がある。この事例では、地上鉄骨造・地
下鉄筋コンクリート造の建築物で、地下構造物の杭や基
礎、基礎梁などでC種クラスを、デッキスラブなどの地上
構造物でA種クラスを、部分的にB種クラスをと部位によ
り異なる種類のCELBICを採用している。これにより、部
位に応じた環境配慮型コンクリートの選定の最適化から計
2,331.7m3のCELBICを使用することで、コンクリート材
料に由来するCO2排出量を281.2 t削減し、その効果を得て
いる。

　また、この事例では約14カ月にわたりCELBICが製造・
施工されたが、CELBICの種類やコンクリートの呼び強度、
材料の製造ロットの違いによる変動などがあっても、一般
的なコンクリートと変わりなく安定した製造品質であった
と報告5）されている。
　なお、CELBICの品質や製造方法はJIS A 5308に適合す
るものの、H-BA コンクリートと同様に CELBIC として
JIS マ ー クを取得した生コン工場はない。 そのため、
CELBICにおいても現状では図2のJISマークなし適合と
して建築基準法への適合と位置付けられている。

4． 環境配慮型コンクリートの展望

　環境配慮型コンクリートへの取組みから約15年が経過
しており、この間に多くのゼネコンがそれぞれのコンセプ
トで環境配慮型コンクリートを開発・実用化してきた。こ
れらの技術の多くが本報で紹介した技術と同様に、高炉ス
ラグ微粉末やフライアッシュなどの混和材料をセメント代
替として用いるものである。

CELBICの
種類

高炉スラグ微
粉末の使用率
（質量%）

CO2排出量の
削減率（%）

想定する
適用箇所

A種クラス 10以上30
以下 9～28%

地下および
地上の構造物

B種クラス 30を超え60
以下 18～51%

C種クラス 60を超え70
以下 53～63%

地下構造物・
直接外気と接
しない部材

■CELBIC研究会の構成会社
青木あすなろ建設、淺沼組、安藤ハザマ、○奥村組、熊谷組、鴻池組、
○五洋建設、錢高組、鉄建建設、○東急建設、東洋建設、矢作建設工業、
◎長谷工コーポレーション　　　　　　　　　　（五十音順、◎主査、〇幹事）

表3　CELBICの概要

図4　CELBICを使い分けした適用事例5）
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　これは、1トンを製造するために、ポルトランドセメン
トはその製造過程で約760kgのCO2が排出されるのに対
し、H-BAコンクリートで使用する高炉セメントB種は約
440kg、CELBICで使用する高炉スラグ微粉末は約35kg
と小さいためである。
　特に、高炉セメントB種は、国内では普通セメントに次
ぐ製造量であり、前述のとおり市中の生コン工場に広く流
通している混合セメントである。そのため、経済産業省で
は2016年に図5のように混合セメントの利用拡大につい
ての調査結果から、2013 年度の混合セメントの利用率
22.1%を2030年度には25.7%とすることを目的に混合セメ
ントの普及拡大に関する方策 6）を報告している。しかし、
当時の調査結果では、土木分野においては既に混合セメン
トの適用が飽和であることから、建築分野での地下構造物
への利用促進を目指す方針であった。
　建築分野においては、調査当時のコンクリート技術では
地上構造物への利用促進を検討できる技術が乏しく、今後
の拡大方策の進展や技術開発による可能性は示されている
ものの、将来的にも現状と同様に試算モデルではゼロと設
定されていた。
　このような背景からも、H-BAコンクリートやCELIC A
種クラスのように一般のコンクリートと同様に汎用的に地
上構造物にも適用可能な環境配慮型コンクリートは社会的
にも求められていると考える。
　一方で、ゼネコン各社が先導する各種の環境配慮型コン
クリート技術の普及促進には、生コン工場やセメント産業
に対する課題もある。
　製造する生コン工場においては、各環境配慮型コンク
リートにより求められる材料調達や調合設計、製造の方法
が異なることで煩雑化しており、材料サイロの手配や品質
管理の違いなども複雑となりかねない。
　また、セメント産業では、セメントの製造によるCO2排
出量が多いことへの注目が高いが、これまでにも処理困難
なさまざまな廃棄物を天然資源の代替として受入れてい
る。そのため、資源循環としての環境配慮への貢献は極め
て大きく、セメントの製造量の減少はこれら廃棄物の処理
にも影響をおよぼす。

　このように、環境配慮型コンクリートの普及には、材料
製造・コンクリートの製造・施工・供用・解体とサプライチ
ェーンを通じた取組みと理解が不可欠である。そのため、
近年では、各環境配慮型コンクリート技術での使用材料の
統一化や技術の供用も進められている。

5． おわりに

　本報では、建築分野における環境配慮型コンクリートの
技術と採用事例を紹介した。環境配慮型コンクリートの社
会的な需要は年々高まり、施工実績も増加傾向にある。
　コンクリート分野において特殊な技術から一般的となっ
た代表は高強度コンクリートである。これは、社会的な超
高層建築などの普及で設計上での需要が極めて大きかった
こと、その需要に対しさまざまな材料メーカーやコンク
リート生産者、ゼネコンにより材料や工法が開発・実用化
されたことによる。
　環境配慮型コンクリートにおいても、高まる社会需要に
応える更なる技術普及に向けて、本報告が一助となること
を期待する。

＜プロフィール＞
長谷工コーポレーション 技術研究所 建築材料研究室 チーフ
専門分野：コンクリート工学
最近の研究テーマ：環境配慮型コンクリート、構造体コンクリートの養生管理

1） 金子樹，大倉真人，桝田佳寛：普通ポルトランドセメントと高
炉セメントB種の混合使用により高炉セメントA種相当とした
コンクリートに関する研究，日本建築学会構造系論文集，第86
巻，第783号，pp.674-685，2021.5

2） 田村友法，柳田淳一，河野政典，竹内博幸，若林信太郎，加藤
淳司，松田拓：レディーミクストコンクリート工場を対象とし
たアンケート調査，その1　アンケート調査の概要，日本建築
学会大会講演梗概集，pp.603-604，2013.8

3） 村井克綺，古川雄太，金子樹，新田稔，河野政典，山下紘太朗，
川又篤：各種使用率で高炉スラグ微粉末を混和材として用いた
環境配慮型コンクリートの諸性状，日本建築学会技術報告集，
第28巻，第69号，pp.550-555，2022.6

4） 岸本豪太，高橋祐一，金子樹，鈴木好幸，野中英，薗井孫文，
清水啓介：各種使用率で高炉スラグ微粉末を混和材として用い
た環境配慮型コンクリートの調合設計および耐久性に関する検
討，日本建築学会技術報告集，第 28 巻，第 69 号，pp.568-
573，2022.6

5） 古川雄太：部位に応じて高炉スラグ微粉末の使用率を最適化し
た環境配慮型コンクリートの建物全体への適用事例，コンク
リート工学，Vol.62，No.11，pp.953-957，2024.11

6） 経済産業省製造産業局住宅産業窯業建材課：セメント産業にお
ける省エネ製造プロセスの普及拡大方策に関する調査－混合セ
メントの普及拡大方策に関する検討－報告書，2016.3

参考文献

図5　経済産業省の調査結果6）より作成
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Te s t  R e p o r t試験報告

1． 試験内容

　長谷川化学工業株式会社から提出されたスパテラについ
て、曲げ破壊荷重試験を行った。

2． 試験体

　試験体の概要を表1及び図1に示す。

3． 試験方法

　試験は、依頼者の指示に従い、以下の手順①～③で行った。
手順①　�試験体を温度23±2℃、相対湿度（50±10）%の

試験室に24時間以上静置した。
手順②　�試験体の図1に示す箇所に、支持位置及び載荷位

置をマーキングした。

スパテラの曲げ破壊荷重試験
強度試験を通して見えてくる食の現場の今

c o m m e n t

　今回ご紹介させていただくスパテラですが、名前だ
けでは何を指すのか分からない方が多いのではないで
しょうか。スパテラは、ヘラやしゃもじ等、先が薄く
扁平になった調理器具の名称で、用途によって様々な
形状・寸法が存在します。今回試験を行ったスパテラ
はいわば巨大なしゃもじであり、給食などを作るとき
の炒めや混ぜの作業に用いるものです。
　給食などを作るとき、と一言にいっても、当然のこ
とながら食品業界の品質管理というものは実は大変厳
密で、その主となるのは、誰もが聞き覚えのある食品
衛生法です。特に近年においては、2021年6月1日の
食品衛生法の改正1）に基づき、すべての食品関連事業
者にHACCP（Hazard Analysis and Critical Control 
Point）に沿った衛生管理の実施が原則義務化されて
います2）し、私達が接する機会のある日常の風景とし
ては、スーパーマーケットなどで肉のパッケージに

「HACCP認証工場」というシールが貼られているのを
目にすることができます。また、学校給食に関しては
市町村単位の品質管理マニュアル3）も存在します。こ
のように、現代社会における食の品質管理の希求度は
年々高まっており、その一端を担う道具にも相応の性

能が求められるのです。
　さて、スパテラに話を戻しますと、それに求められ
る性能は曲げ強度、耐摩耗性、耐熱性、耐水性、防か
び性、削れ・折れ等による異物混入しないこと、コン
タミ（混合、汚染）しないこと、など多岐に渡ります。
本件の長谷川化学工業株式会社製「ハイテクスパテラ」
は、従来の木製スパテラを改良し、複数の素材で組み
上げることによって性能の向上・改善を狙った製品で
あり、その性能把握の一環として今回の試験が実施さ
れました。
　本試験では、芯材の異なるスパテラの強度を比較す
ることを目的とし、3種類の製品を用意しました。試
験方法に関しては、当初は支点をスパテラの頭部分－
柄部分間の接合部とし、力点（万能定速試験機による
載荷点）をスパテラの頭部分の先端とした片側支持の
曲げ破壊を実施する予定でした。しかし、装置と試験
体の都合により、柄2点を支点とした柄部分の両端支
持の曲げ破壊に変更致しました。
　なお、本試験結果を受けたさらなる性能把握の流れ
として、翌年にはスパテラの頭－柄間の接合強度を確
認する試験も実施されました。

名称 スパテラ

商品名 ハイテクスパテラ

材質 超高分子量PE、ナイロン、木芯

試験体名称 A B C

寸法 長さ1200mm 長さ1200mm 長さ1200mm

数量 2体 2体 2体

表1　試験体の概要（依頼者提出資料）
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information

　定速型万能試験機を用いた試験について、中央試験所 
材料グループでは、今回紹介した製品以外にも様々な試験
を実施しています。ご利用を検討の際には、詳細につきま
してご相談いただければ幸いです。

中央試験所 材料グループ
TEL：048-935-1992　FAX：048-931-9137

【お問い合わせ先】

手順③　�試験体を定速型万能試験機に設置し、曲げ試験を
行い、曲げ破壊荷重（N）を計測した。

　試験条件を表2に、試験体設置状況を写真1に示す。

4． 試験結果

　試験結果を表3に示す。

5． 試験日、担当者及び場所

試験日　2023年3月13日
担当者　鈴木敏夫、石川祐子、安岡恒（主担当）
場　所　中央試験所

参考文献

1）	食品衛生法の改正について：https://www.mhlw.go.jp/stf/
seisakunitsuite/bunya/0000197196.html（参照：2024.11.18）

2）	HACCP（ハサップ）：h t t p s : / / w ww . m h l w . g o . j p / s t f /
seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/shokuhin/haccp/index.
html（参照：2025.3.27）

3）	長崎市教育委員会：（改訂）学校給食における異物混入対応マニュ
アル【H29.4月改定版】，https://www.city.nagasaki.lg.jp/
uploaded/attachment/12255.pdf（参照：2025.3.17）

総合試験ユニット	中央試験所	材料グループ	
主査

<従事する業務>
有機系材料の性能試験

安岡 恒
 a u t h o r

試験体名称
曲げ破壊荷重（N）

No.1 No.2 平均
A 2360 2290 2330

B 1960 2100 2030

C 1970 1560 1770

表3　試験結果

載荷速度 20mm/min

支点間距離 600mm

載荷点 半径約10mmの鋼材

支点 半径約10mmの鋼材

表2　試験条件
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図 1 試験体及び載荷・支持位置（依頼者提出資料） 

図1　試験体の概要（依頼者提出資料）

写真1　試験体設置状況
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載荷方向

支点

支持位置

支持位置 支持位置

支持位置

載荷点
（半径約10）

支点
（半径約10）

支点
（半径約10）

300 300 150

載荷位置

載荷位置

載荷方向

単位：mm

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000197196.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000197196.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/shokuhin/haccp/index.html
https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/attachment/12255.pdf
https://www.city.nagasaki.lg.jp/uploaded/attachment/12255.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/shokuhin/haccp/index.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/shokuhin/haccp/index.html
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J T C C M ' s  Te s t  E q u i p m e n t  I n f o r m a t i o n

1． はじめに

　私たちの身の回りの音には、音楽のように人の気持ちを
快適にする音もあれば、騒音のように人を不快にさせる音
も存在します。特に騒音については、法的な規制や基準が
設けられ、厳しく管理されています。このため、音という
目に見えないものを数値化する手段が重要になります。こ
の音を数値化やグラフ化する機器として、今回紹介する騒
音計があります。
　騒音計の仕様は、JIS C 1509 -1［電気音響－サウンドレ
ベルメータ（騒音計）－第1部：仕様］に規定されています。
当該JISでは、クラス1とクラス2に仕様が分けられてい
ます。クラス1とクラス2の主な違いとしては、測定値の

許容される上限または下限の値と動作温度範囲がありま
す。市販されている騒音計では、クラス1のものを精密騒
音計、クラス2のものを普通騒音計、JISの規定外のもの
を簡易騒音計と区別しているようです。なお、今回紹介す
る騒音計は、精密騒音計に区分される仕様で、JCSS校正
を実施することが可能な機器となっています。当センター
では、騒音計を定期的に校正することで、国家標準までト
レーサブル可能な状態を確保し、信頼性の高い測定に努め
ています。

2． 機器概要

　今回紹介する騒音計は写真1に示すもので、仕様は表1
の通りです。本機器の測定原理を簡単に紹介すると、写真
1に示す赤枠部分（マイクロホン）で音（空気の振動）を感
知すると、機器内部で周波数帯域ごとの音の大きさを分析
し、数値やグラフで画面に表示します。写真1の画面表示
では、各周波数帯域の音の大きさを棒グラフで示していま
す。本機器では、各周波数帯域の周波数比が2倍の1オク
ターブでの分析（オクターブ分析）と、2 1/3倍の1/3オク
ターブでの分析（1/3オクターブ分析）が行えます。これら
の分析は同時に行うこともでき、また写真1のように同時

型式 NA‒28

製造会社 リオン株式会社

測定レベル範囲
 A特性：25～140dB
C特性：33～140dB
 Z特性：38～140dB

測定周波数範囲 10～20,000Hz

分析周波数範囲
（中心周波数）

オクターブ分析：16～16,000Hz
1/3オクターブ分析：12.5～20,000Hz

記録データ数
（マニュアル）

内部メモリ：最大1,000組
付属CFカード：
最大1,000組を1ストア名として、100
ストア名保存可能

電源 単2形乾電池×4本
外部電源仕様（付属ACアダプタ）

大きさ 331（H）×89（W）×51（D）mm

重さ 約730g（電池含む）

表1　騒音計の概要７）

試験設備
紹介

騒音計
様々な音の測定に活用

写真1　騒音計
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Sに画面表示を行うことが可能です。なお、同時分析を行う
際は、表1中の分析周波数範囲の上限がオクターブ分析で
中心周波数8,000Hzまで、1/3オクターブ分析で中心周波
数12,500Hzまでとなる点に注意が必要です。
　本機器は手のひらに収まる小型サイズで、外部電源（AC
アダプタ）だけでなく乾電池を電源としても動作するため、
屋内外での測定が可能です。ただし、屋外で測定する際
は、雨水による機器の濡れに留意するとともに、外部風の
影響を防ぐ付属の防風スクリーン（写真2参照）をマイク
ロホンに装着する必要があります。

3． 機器の活用事例

　先に紹介した通り騒音計の主な目的は、交通騒音、鉄道
騒音、航空騒音、機械騒音などの身の回りで発生する騒音
を測定することです。このような騒音を測定する際は、一
般的に人の聴覚特性を考慮したA特性と言われる周波数
重み付け特性を用います。また、音を物理量として評価す
る際は、周波数の重み付けを行わないZ特性と言われる測
定モードを用います。A特性やZ特性に関しては、過去の
基礎講座2）で紹介しておりますので、そちらも併せてご参
照ください。
　当センターでは、Z特性で測定した音の物理量を用いて、
壁、床、サッシ・ドアなどの遮音性能や天井材、断熱材、
吸音パネルなどの吸音性能を求めています。
　なお、当センターでは残響室を用いた空気音の遮音性試
験や吸音率試験に関しては、スピーカや複数のマイクロホ
ンを測定システムとして構築した機器を使用しています。
一方、今回紹介した機器は、床衝撃音の遮音性試験を実施
する際に使用しています。この理由は、単発で発生する衝
撃音を測定位置ごとに移動しながら測定を行い、その都度、

測定結果を画面で確認できるためです。このようにハンデ
ィ型で測定結果をその場で確認できる本機器は、現場での
遮音測定や室内空間の残響時間の測定にも活用できます。

4． おわりに

　今回は、新たに購入した騒音計について紹介しました。
当センターでは、先に紹介したとおり本機器を主に試験室
での試験に活用しております。しかし、現場での試験につ
いても活用できる機器となっているため、現場での試験実
施をご希望の方もお気軽にご相談ください。皆様からの試
験のご依頼やお問い合わせをお待ちしております。
　最後に、音の分析及び各試験については過去の基礎講座
2）～5）で、残響室における測定システムについては過去の
試験設備紹介6）で紹介しておりますので、そちらも併せて
ご参照ください。

総合試験ユニット 中央試験所 環境グループ 
主査

<従事する業務>
建築部材の遮音性試験、建築材料の吸音性
試験など

森濱直之
 a u t h o r

1） JIS C 1509-1：2017，電気音響－サウンドレベルメータ（騒音
計）－第1部：仕様

2） 森濱直之：基礎講座　音と室内環境について　vol.2　音の評
価，建材試験情報，pp.48-49，2023年7・8月号

3） 森濱直之：基礎講座　音と室内環境について　vol.3　遮音性能
（空気音），建材試験情報，pp.60-61，2023年9・10月号

4） 森濱直之：基礎講座　音と室内環境について　vol.4　遮音性能
（衝撃音），建材試験情報，pp.32-33，2023年11・12月号

5） 森濱直之：基礎講座　音と室内環境について　vol.5　吸音性
能，建材試験情報，pp.32-33，2024年1・2月号

6） 緑川信：試験設備紹介　建築音響測定システムの更新，建材試
験情報，pp.34-35，2021年11・12月号

7） 精密騒音計 | NA-28 | 騒音計・振動計のリオン株式会社（rion.
co.jp），https://svmeas.rion.co.jp/products/NA-28.html（参照：
2024.9.18）

参考文献

中央試験所 環境グループ
TEL：048-935-1994　FAX：048-931-9137

【お問い合わせ先】

写真2　防風スクリーン

https://www.jtccm.or.jp/sites/default/files/digital_book/2023/7%E3%83%BB8/index.html?pNo=50
https://www.jtccm.or.jp/sites/default/files/digital_book/2023/7%E3%83%BB8/index.html?pNo=50
https://www.jtccm.or.jp/sites/default/files/digital_book/2023/9%E3%83%BB10/index.html?pNo=62
https://www.jtccm.or.jp/sites/default/files/digital_book/2023/9%E3%83%BB10/index.html?pNo=62
https://www.jtccm.or.jp/sites/default/files/digital_book/2023/11%E3%83%BB12/index.html?pNo=34
https://www.jtccm.or.jp/sites/default/files/digital_book/2023/11%E3%83%BB12/index.html?pNo=34
https://www.jtccm.or.jp/sites/default/files/digital_book/2024/1-2/index_2.html?pNo=34
https://www.jtccm.or.jp/sites/default/files/digital_book/2024/1-2/index_2.html?pNo=34
https://www.jtccm.or.jp/sites/default/files/digital_book/2021/11%E3%83%BB12/index.html?pNo=36
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だけでは、適正な床衝撃音遮断性能の評価を行うことが難
しいとして、子供の飛び跳ねなどに対応した標準重量衝撃
源（自動車タイヤ）が追加されました。その後、SI単位系
に統一するための見直し改正が行われ、同年ISOとの整合
化作業が開始され、2000年には、これまで1つにまとめら
れていた規格が、標準軽量衝撃源による方法と標準重量衝
撃源による方法に分割して制定されました。特に、この
2000年のJIS制定時では、標準重量衝撃源において、ゴム
ボール衝撃源が導入され、衝撃源が総数3種類になった点
が注目すべき点です。また、この制定は、ISOとの整合化
が主目的でしたが、標準重量衝撃源は日本独自で開発し、
普及させてきたものだったので、この時点では、ISOと対
応した規格はJIS A 1418-1のみでした。しかし、徐々に
ヨーロッパ諸国でも標準重量衝撃源に対する要望が高まり、
2000年のJIS制定から5年後、ISOにゴムボール衝撃源が採
用されました。そして、2019年にISO内のゴムボール衝撃
源の特性や仕様と整合させるため、JIS A 1418-2のみ改正
が行われ、床衝撃音の測定方法は、現在に至ります。

1． はじめに

　床構造（床仕上げ材から天井仕上げ）に、歩行、物の落
下、テーブルや椅子などの移動に伴う衝撃が直接加えられ
ると、床構造が振動することで、下方の室内に音が放射さ
れます。このような音は、総称して床衝撃音と呼ばれます。
　日常生活では、建築物の床構造に様々なタイプの衝撃が
加えられ、多岐にわたる音が発生しますが、JISに定めら
れる「建築物の床衝撃音遮断性能の測定方法」では、建築
物の床構造に対し、標準となる衝撃源で衝撃を加え、その
時受音側となる下階室に発生する床衝撃音を測定します。
日本では、1950年代からコンクリート造アパートが増え始め、
少しずつアパートの居住環境性能の中でも住戸間の界床の
床衝撃音遮断性能が問われるようになりました。その頃か
ら床衝撃音の研究は進められ、統一した測定方法として、
この床衝撃音の測定方法はJIS化され、2024年で制定から
50年が経過します。本稿では、測定方法のあゆみと測定
方法の要となる標準衝撃源について解説します。

2． あゆみ

　アパートの歴史や生活様式にも起因しますが、日本の床
衝撃音問題の始まりは、欧米より遅れていたそうです。
1974年に初めて床衝撃音の測定方法が「建築物の現場にお
ける床衝撃音レベルの測定方法」としてJIS化されました
が、規定された衝撃源は、国際規格（ISO）に規定されてい
る標準軽量衝撃源（タッピングマシン）でした。この外国
産である衝撃源を規定した理由は、タッピングマシンが欧
米各国の規定で採用されていたことと、一日も早い測定方
法の規定を日本では望んでいたことから、手始めにタッピ
ングマシンを採用し、並行して日本の生活様式に対応する
衝撃源を開発した方が得策であると判断したためだそうで
す。ただ、日本では、この制定時点で、子供の飛び跳ねな
どで発生する床衝撃音問題が取り上げられており、日本の
建築工法や生活様式に対応した衝撃源の開発は進んでいま
した。そのため、間もなく4年後「建築物の現場における
床衝撃音レベル測定方法」の改正時に、タッピングマシン

JIS A 1418-1（建築物の床衝撃音遮断性能の測定
方法-第1部：標準軽量衝撃源による方法）およびJIS 
A 1418-2（第2部：標準重量衝撃源による方法）

JIS制定から50年 建築物の床衝撃音遮断性能の測定方法のあゆみと標準衝撃源について

規格基準
紹介

建築物の床衝撃音遮断性能の測定方法のあゆみ

JIS A 1418 - 2 制定 建築物の床衝撃音遮断性能の測定方法
-第2 部：標準重量衝撃源による方法
・標準重量衝撃源衝撃力特性（1）：タイヤ衝撃源
・標準重量衝撃源衝撃力特性（2）：ゴムボール衝撃源

衝撃源は標準軽量衝撃源のみを規定
建築物の現場における床衝撃音レベルの測定方法

1974 年
JIS A 1418 制定

1978 年
JIS A 1418 改正

衝撃源を 2 種類規定
建築物の現場における床衝撃レベルの測定方法
・標準軽量衝撃源
（タッピングマシン）
・標準重量衝撃源
（自動車タイヤ）

1995 年
JIS A 1418 改正

SI 単位系統一のための見直し
同年 ISO との整合化作業開始

2000 年
JIS A 1418 -1 制定

規格を 2 つに分割 , 衝撃源を 3 種類規定
建築物の床衝撃音遮断性能の測定方法
-第1部：標準軽量衝撃源による方法

2019 年
JIS A 1418 - 2 改正

標準重量衝撃源衝撃力特性（2）の
ISOとの特性仕様の整合による改正
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3． 測定の要となる標準衝撃源

標準軽量衝撃源（タッピングマシン）
　円柱ハンマー（打撃面は鋼製、ハンマーの質量約0.5kg、
直径30mm、先端は曲率半径500mmの球面、写真1右参照）
が、100mmの間隔で一直線上に5個並んでおり、カムで駆
動させ、自動的に床面より40mmの高さから自由落下する
ようになっています。各ハンマーは次々に落下、引き上げ
の動作を行い、約0.1秒の時間間隔で床を連続打撃します。
　現在のタッピングマシンと同じような仕組みのハンマー
加振が使われたのは、1920年代後半にかけて米国のNBS

（NISTの前身）で行われた測定が最初であるといわれてい
ます。質量1kg弱のハンマーが0.2秒ごとに床を打撃して
いたそうです。欧米諸国では、日本よりも古くから床衝撃
音が住宅における騒音問題として取り上げられており、タ
ッピングマシンは、女性のハイヒール靴歩行時をモデル化
し、模擬的に再現する衝撃源として考えられました。
　タッピングマシン（ハンマー加振）のように硬くて軽い
衝撃は、構造躯体まで振動させるほどの大きな衝撃ではな
く、入力された衝撃は、床材表面の変形によってエネル
ギーが吸収され、音の発生が軽減されます。そのため、床
表面仕上げの効果を明確にするためにも、ヤング率の高い
石材などへの適用を考慮して鋼製のハンマーが採用されて
います。
標準重量衝撃源 衝撃力特性（1）［タイヤ衝撃源］
　タイヤ（写真2左参照）を、自動落下装置で、床面より
85cm程度の高さから自由落下させ、床を単発加振します。
　日本の床衝撃音問題は、子供の飛び跳ねなどの衝撃音

（重くて柔らかいものを落としたときの音）によるものが
多く、タイヤ衝撃源は、そのような衝撃に対応するものと
して開発されました。開発当初は、砂袋やランマーも検討
されましたが、質量約11kgのタイヤが選ばれました。理
由は、子供の体重や柔らかさがタイヤに似ていたからだそ
うです。しかし、衝撃源としては重すぎたため、JIS規定
時には質量約7kgのタイヤに切り替わりました。そして、
子供の飛び跳ねなどは、1秒間に何度も繰り返されるもの
ではないので、単発加振が規定されました。JISに導入さ
れた時点では、タイヤを手動落下させていましたが、1980
年に自動落下装置が開発され、一般に普及されるようにな
ったそうです。
標準重量衝撃源 衝撃力特性（2）［ゴムボール衝撃源］
　ゴムボール（写真2右参照）を、手動で床面より100cm
程度の高さから自由落下させ、床を単発加振します。
　ゴムボール衝撃源は、衝撃力が小さい（タイヤ衝撃源の
衝撃力ピーク値の約1/3）衝撃源として、開発されました。
タイヤ衝撃源の衝撃力が大きすぎて、床構造によっては、
衝撃時に破損する心配があるといった意見などが開発理由
といわれています。開発初期は、天然ゴムベースでした

が、温度低下と共に硬化する傾向が強かったため、現在、
日本で使われているゴムボール（外径 180mm、質量約
2.5kg）は、シリコーンゴムベースになっています。また、
タイヤ衝撃源と共通して、形状は、床に接する部分が曲率
半径8～25cmの凸曲面で、床面への接触面積は250cm2以
下になっています。

4． おわりに

　床衝撃音対策を考える上で、通常のJISに基づいた標準
衝撃源による測定にプラスして、センターでは装置貸出し
を行い、例えば、依頼者様に椅子の引きずりなどを試験床
上で実施して頂き、その発生音を耳で判断頂く聴感判断測
定などを行っています。性能向上のための検証が、自由な
発想でも行えるようにセンターをご利用いただければと思
います。

参考文献
JIS A 1418:1978，建築物の現場における床衝撃音レベルの測定方法
JIS A 1418-1:2000，建築物の床衝撃音遮断性能の測定方法－第1
部：標準軽量衝撃源による方法
JIS A 1418-2:2019，建築物の床衝撃音遮断性能の測定方法－第2
部：標準重量衝撃源による方法
井上勝夫：マンションの「音のトラブル」を解決する本，あさ出版，
2021.1
子安勝：床衝撃音測定方法の問題点と関連規格，騒音制御，Vol.14，
No.4，1990

総合試験ユニット 中央試験所 環境グループ 
主査

<従事する業務>
固体伝搬音、空気音の遮断性能試験全般

阿部恭子
 a u t h o r

写真1　標準軽量衝撃源

写真2　標準重量衝撃源

ゴム
ボール
衝撃源

タイヤ衝撃源

ハンマー格納面外形
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Japan Testing Center for Construction Materials Standard of Testing MethodJSTM
紹介

JSTM H 6107
建築材料の比熱測定法

（断熱型熱量計法）

複合材料も測定可能な比熱測定法

1． 対象とする材料／部材

　材料の比熱の測定方法には、示差走査熱量計（DSC）な
どの分析装置を用いることが一般的です。DSCは数mgと
少量の試料で比熱を測定することができますが、少量の試
料では組成の偏りが生じやすいため、複合材料の測定には
適していません。一方で、本規格ではDSCより大きい試
験体を用いるため、組成の偏りを抑えることができます。
建築材料には複合材料（土、コンクリート、表面材付きボー
ド類など）が多くありますが、本規格では複合材料も測定
対象としています。また、充填容器を使用することで粉体
等も測定可能です。ただし、試験中の温度変化によって相
変化するものや化学的な反応を起こす材料は対象外です。

2． 試験により把握できる性能

　本規格では試験体の比熱を測定することができます。比
熱とは、単位質量あたりの試料の温度が1℃変化するのに
必要な熱量のことで、温度変化のしにくさを表していま
す。この値が大きいほど、材料が熱を蓄える能力が高いと
いえます。
　本規格では、水分の蒸発が影響しないように試験体を乾
燥させてから測定を行うため、含水している試験体の比熱
は測定できません。ただし、各材料の比熱と混合比から、
複合材料の比熱を推定することができます。そのため、乾
燥状態の試験体の比熱と水の文献値を用いて、任意の含水
率における比熱を推定できます。

3． 試験結果（報告書）を活用できる場面

　実際の建物が置かれた環境（空気温度、日射量など）が
変化したとき、躯体や屋内の温度は環境の変化に遅れて変
化しますが、この遅れは比熱と関係があります。このた
め、本試験で得られた比熱の結果は、躯体の蓄熱、建物の
熱負荷、壁体の結露などの計算に活用されています。

4． 試験概要

　本試験は、断熱した容器内で線状ヒータを用いて試験体
を加熱し、線状ヒータが消費した電力、試験体の温度、経
過時間を計測して行います。試験装置の構成（例）を図1
に、試験体と線状ヒータ及び温度センサ（T熱電対）の取
付状況（例）を写真1に、当センターにおける標準的な試
験体及び温度条件を表1に示します。

図1　試験装置の構成（例）

データロガー
（温度・電圧測定）

分流器 直流電源装置

試験体

内部容器

断熱容器

外部容器

スペーサー

T熱電対 線状ヒータ

示
差
熱
制
御
装
置

恒温室 《示差熱制御系》

《印加熱量系》

《断熱型熱量計》

《温度測定器》
《電力測定器》

表1　当センターにおける標準的な試験体及び試験条件

試験体
形状・寸法 角柱：50mm×50mm×100mm

円柱：直径50mm×100mm

質量 100g以上

含水状態 絶乾状態

試験条件
試験温度 常温～80℃

昇温速度 0.5±0.1℃/min

https://www.jtccm.or.jp/sites/default/files/jstm/JSTM%20H%206107/index.html?pNo=1
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総合試験ユニット 中央試験所 環境グループ 
主任

<従事する業務>
建築材料の熱・湿気・光学特性試験など

石山国義
 a u t h o r

中央試験所 環境グループ
TEL：048-935-1994　FAX：048-931-9137

【お問い合わせ先】

　試験装置は、断熱型熱量計、温度測定器、試験体印加熱
量系、電力測定器、示差熱制御系及び恒温室などで構成さ
れ、断熱型熱量計は三層の容器（内側から内部容器、断熱
容器、外部容器）から構成されます。内部容器には線状ヒ
ータを巻き付けた試験体を設置し、線状ヒータの電力と試
験体の温度を測定します。
　外部容器には試験体と別系統のヒータが内蔵されてい
て、内部容器と断熱容器が同じ温度となるように断熱容器
を温め、内部容器との熱移動を防ぎます。
　試験体は、水分の影響を抑えるため乾燥させたものを使
用します。空隙の多い試験体は粉砕、圧縮等により密度を
上げて熱容量を確保します。形状を維持できない粉体等
は、熱容量が既知の充填容器に充填して試験体とします。
事前に乾燥など準備が必要ですが、測定は1体あたり2時
間程度で終了します。
　一定の電圧で線状ヒータを加熱しながら線状ヒータに流
れる電流、電圧、試験体温度などを測定し、試験体中心部
の昇温速度が一定になったときのデータから比熱を計算し
ます。比熱は式（1）によって求めます。ここで、線状ヒー
タの消費電力は発生熱量、そこから校正熱量を差し引いた
ものが試験体の温度上昇に寄与した熱量となります。校正
熱量とは、ヒータの発生熱量のうち、試験体以外（試験装
置、T熱電対など）の温度上昇に費やされた熱量や、外部
に流出した熱量です。充填容器を用いた場合は式（2）によ
って充填容器の熱容量分を差し引いて比熱を求めます。

　　c =　　　　 - （1）Q・Δt
M・Δθ

c’・M ’
M

　　c =　　　　 -　　　　　　　　- （2）Q・Δt
M・Δθ

ccon・Mcon

M
c’・M ’

M

ここに、　c：試験体の比熱［kJ/（kg・K）］
　　　c’・M’：校正熱量（kJ/K）
　　　　ccon：充填容器の比熱［kJ/（kg・K）］
　　　　Q：熱量（kW）
　　　　Δt：測定時間間隔（s）
　　　　Δθ：Δtにおける試験体の温度上昇量（K）
　　　　M：試験体の質量（kg）
　　　 Mcon：充填容器の質量（kg）

　前述の、任意の含水率における試験体の比熱は式（3）に
よって推定することができます。

　　cx =　　　　 （3）（100×cd）+（W×cw）
　100+W

ここに、 cx：気乾状態の試験体の比熱［kJ/（kg・K）］
　　　　 cd：絶乾状態の試験体の比熱［kJ/（kg・K）］
　　　　cw：水の比熱［kJ/（kg・K）］
　　　　W：含水率（%）

5． 試験に要する期間

　試験体搬入から測定終了までの期間は1か月程度です。
なお、試験体の加工の有無や含水状態によっては期間が長
くなる可能性もあります。詳しくは担当部署にお問い合わ
せください。

6． 試験料金

　試験体の乾燥と比熱の測定を3体1組で行うと約15万円
（税別）です。複数組を同時依頼、同時搬入いただくと、2
組目以降は約13万円（税別）となります。規格では3体1組
を基本としていますが、1体からご依頼いただけます。な
お、試験料金は予告なく変更となる可能性がございます。

写真1　試験体と線状ヒータ及びT熱電対の取付状況（例）

T熱電対 線状ヒータ



1. 特許出願を行う際の勘所
　今回は、手続き編です。特許出願について、特許庁に行
う一般的な手続きの流れを取り上げます。初めて特許出願
をする場合の勘所を取り上げていくものですが、実際には
個々の案件に応じて、極めて細部に渡り、様々な点に留意
して慎重に進めていく必要があります。
　本誌面上では限りがありますので、個々の事例に対応で
きる、特許出願手続きのプロフェッショナルである弁理士
について、次回以降に解説を加えたいと思います。

2.  特許出願について知っておくべきこと

（1）早いもの勝ち

　現在、特許出願は「先願主義」とよばれる考え方に基づ
き、先に出願をした方に、権利が与えられる仕組みになっ
ています。同じ発明について、原則、先に出願された発明
のみが特許になり、後に出願された発明は特許を受けるこ
とができません。

詳しくは▶�特許庁「特許・実用審査基準　第III部�特許要件第4
章�先願（特許法第39条）」

（2）出願するまで公表しない

　特許出願以前に発明を公表した場合は、原則、特許を受
けることはできません。救済規定として、新規性喪失の例

外規定というものがありますが、同規定は万能ではありま
せん（後述）。ですから、可能な限り早く出願を済ませ、
それから他人に話したり、プレスリリースやカタログを頒
布したり、学会や論文の発表、展示会の出品等を行いまし
ょう。なお、弁理士への事前相談は心配要りません。それ
は弁理士には守秘義務があるからです。弁理士ではなく、
他人に発明を説明する場合には、秘密保持契約（後述）を
結んでおきましょう。

はじめての特許出願 ： 勘所シリーズ
先願主義・新規性喪失の例外規定・秘密保持契約・出願公開とノウハウ・共同発明・職務発明・世界特許はない
特許は権利書であり技術文献・先行技術調査・出願審査請求と早期審査・各種費用

Vol.9

連載 弁理士・作家（雅号）

大樹七海（おおきななみ）
https://note.com/ookinanami/

新規性喪失の例外規定（救済規定）コラム

　特許法では、一定の期間内及び一定の条件の範囲をも
って、出願前公表における救済規定（発明の新規性喪失
の例外規定　特許法第30条）が設けられており、同規定
の適用を受けるための手続きをすることにより、新規性
が喪失されなかったとみなされる場合もあります。
　しかし、同規定は万能ではありません。公表から1年が
過ぎていれば、同規定の救済は受けられませんし、第三者
が先に出願や公開をしていたりする場合には、同規定の救
済に関係なく、特許を受けることはできません。また、外
国で権利を取る場合には、各国で制度が異なりますから、
特許を受けることができなくなる可能性もあります。

詳しくは▶�特許庁「平成30年改正法対応・発明の新規性
喪失の例外規定の適用を受けるための出願人の
手引き」、「平成30年改正法対応・発明の新規
性喪失の例外規定についてのQ&A集」

出典：�特許庁「発明の新規性喪失の例外規定の適用を受けるため
の手続について」令和 6 年 8月29日

同一発明が同日に出願された場合コラム

　もし、二つ以上の同一の発明が同日に特許庁に出願さ
れた場合には、それぞれの出願人に特許庁から協議指令
が来ます。そして出願人たちは、協議により一の出願人
としてまとめて特許庁に届け出ます。もし協議が成立し
ない、または協議をすることができないとなれば、いず
れの出願人も特許を受けることはできないのです。（特
許法第39条）
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https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/03_0400bm.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/tukujitu_kijun/document/index/03_0400bm.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/document/hatumei_reigai/h30_tebiki.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/document/hatumei_reigai/h30_tebiki.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/document/hatumei_reigai/h30_tebiki.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/document/hatumei_reigai/h30_qanda.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/patent/document/hatumei_reigai/h30_qanda.pdf
https://note.com/ookinanami/


　特許出願は、願書に明細書、特許請求の範囲、必要な図
面及び要約書を添付して特許庁に提出します。
　権利の範囲はどこまで及ぶのか、というのが極めて重要
になるわけですが、特許権の権利の範囲は、出願時に特許
庁に提出した明細書等を基礎として、特許請求の範囲に記
載された技術的内容に基づいて定められます。従って、特
許請求の範囲は、権利書の内容を画すものとして、最も重
要です。
　特許請求の範囲の記載は、裏付けがあり、明確で、簡潔
に記載する必要があります。それらが守られていない場合
には、審査が通らず、特許を受けることができません。な
ぜなら、そうした特許が認められてしまえば、第三者が不
当にその権利による制約を受けることになり、また権利者
自身も無用の争いに対処しなければならなくなるので、経
済活動の安定性が損なわれてしまうからです。

詳しくは▶�特許庁「特許・実用新案審査基準�第II部�明細書及び
特許請求の範囲�第2章�特許請求の範囲の記載要件」

（4）実施できる程度に発明の内容を書く

　特許は権利書としてだけではなく、技術文献としての役

（3）特許権の権利範囲は明細書等の記載により判断

割を持ちます。そのため、その発明の属する技術の分野に
おける通常の知識を有する者が、その実施をすることがで
きる程度に明確かつ十分に記載したものであることが求め
られます。つまり、アイデアだけでは不十分で、当該分野
のある程度の能力を有するひとが読めば、その発明を実施
できる程度にまで、具体的に構造や作動等を記載していな
ければなりません。そのため必要に応じて、発明の実施の
形態を用いた実施例を記載します。

詳しくは▶�特許庁「特許・実用新案審査基準�第II部�明細書及び特
許請求の範囲�第1章�発明の詳細な説明の記載要件�第
1節�実施可能要件（特許法第36条第4項第1号）」

（5）出願の内容が公開される

　原則、国内出願は、出願日から1年6か月経過後に、権
利になるかどうかに関わらず、公開特許公報にて公開され
ます。なお、1年6か月が経過する前に、特許出願が取下
げ・放棄・却下・拒絶査定が決定している場合には原則、
公開されることはありません。
　そのため公示される発明として、特許の権利の力を使っ
て技術を守るか、ノウハウとして自社の力で秘密を守り通
すか、あらかじめ検討しておく必要があります。ノウハウ
として自社の力で守る場合は、他社から受ける特許の権利
行使も想定して、自社で備えておくべき体制を構築してい
る必要があり、メリットとデメリットを秤にかけて検討し
ます。
　ちなみに、出願公開の意義は、重複した研究開発や出願
の無駄を防ぎ、技術の進歩を促す技術文献として、世の中
に貢献することを目的としています。特許権の独占権とい
うのは、率先して技術を世の中に公開してくれた発明者
へ、その貢献に対して与えられるのです。
　公開されると模倣の危険性も高まります。そのため、出
願公開により、補償金請求権という権利が認められるよう
になります。特許権を取得する前に、その発明を実施され
てしまった場合には、然るべき警告を行い、特許権取得後
に、この補償金請求権を行使することにより、遡って実施料
相当額の支払いを求めることができます。（特許法第65条）

（6）共同発明に留意する

　複数人が関わる発明の場合には、単独出願に比べて、発
明者の認定、権利の分配、利益の分配、秘密保持など、後
の紛争に備えて様々な点に留意する必要があります。例え
ば、製造委託やライセンス契約をする場合にも、事業を撤
退して権利の持ち分を売る場合にも、その都度様々な制約
が生じてきます。そのため、あらかじめ共同出願契約で取
り決めをしておきましょう。（特許法第38条他）

（7）職務発明に留意する

　職務発明とは、従業者等がした発明であって、その性質

秘密保持契約（NDA）コラム

　秘密保持契約（NDA：Non-Disclosure Agreement）は、
　ビジネスに際して相手に開示する秘密情報を、本来の
目的外での使用や第三者への開示や漏えいを防止するた
めに締結するものです。一般的には以下の事項を規定し
ます。
・ 機密情報の定義：機密情報とする情報の規定
・ 守秘義務：情報の取り扱いについての規定
・ 例外事項：情報の開示が許されるケースの規定
・ 期間：守秘義務が有効となる期間の規定
　上記に違反した場合には損害賠償等の対象となります。
商談や業務委託、共同研究開発、M＆A等様々な場面で
用いられています。

出典：�特許庁編「工業所有権標準テキスト」
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4. 特許出願の流れ　
　特許取得までの流れを以下のフロー図を使い、説明しま
す。費用については次の項目で説明します。

特許出願

　特許出願は、願書に明細書、特許請求の範囲、必要な図
面及び要約書を添付して特許庁に提出します。なお、新規
性喪失の例外の規定の適用を受けたい場合は出願と同時に
その手続きも行います。

上使用者等の業務範囲に属し、かつ、その発明をするに至
った行為がその使用者等における従業者等の現在又は過去
の職務に属する発明をいいます（特許法第35条）。職務発
明で重要なのは、企業や研究機関等に雇用されている者
が、その業務に関連して行った発明の利益配分について
は、どうあるべきか、ということなのですが、発明者と企
業等のそれぞれの寄与を考慮すべく、対価の支払いや発明
褒賞制度などの取扱い等に関して各種調査研究が重ねられ
ています（詳しくは、を参照）。そうした研究を踏まえて
特許庁が公表しているガイドライン等を考慮して、社内規
定を併せて整備しておきましょう。

詳しくは▶�特許庁「職務発明制度について」、「特許法第35条第6
項の指針（ガイドライン）」、「 中小企業等の皆様へ�
～職務発明規程の導入～」

（8）世界特許は存在しない

　日本の特許法に基づいて取得した特許権は、日本国内で
のみ有効です。これは属地主義とよばれています。そのた
め、海外での事業を検討している場合は、その国での特許
出願も考慮に入ってきます。

3. 出願前に行うこと
　これから特許を受けようとする発明もしくは、それに類
似する発明が、既に出願されていないかどうかを調査する
必要があります。これを「先行技術調査」と呼びます。発
明に関連する分野の出願公開公報、特許公報等を調べま
す。調査の重要性については、連載第7回目も併せて考慮
下さい。

出典：�特許庁「特許法第 35 条第 6 項の指針（ガイドライン）」

海外に特許出願を行う2つの方法コラム

　①各国に直接出願する方法
　②PCT（特許協力条約）を利用する方法
　なお、PCTを利用するPCT国際出願は、「世界特許」
ではありません。現在、まだ世界特許というものは存在
していません。PCT国際出願は出願手続きを国際的に統
一したのみで、各国で権利を取得できるかどうかは、最
終的に各国の特許庁の実体審査に委ねられます。

特許サーチャーコラム

　先行技術調査を専門とする職業を、特許サーチャー（特
許先行技術調査員）とよびます。特許サーチャーは特許
事務所、企業の知財部、特許庁が審査官の審査スピード
アップのために委託している民間の調査機関等に所属し
ていることが多いです。

特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）コラム

　特許情報プラットフォーム（J-PlatPat：Japan Platform 
for Patent Information）は、特許庁が運営するサイトで、
日本の特許情報を提供しています。また、特許検索や分
析ツールも提供されています。
詳しくは▶�特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）パンフレッ

ト・マニュアル・講習会テキスト等の提供
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詳しくは▶�特許庁「出願の手続（令和6年度版）�第二章　特許出
願の手続�第十一節�出願と同時にする手続の方式」

（1）出願書類等の提出の仕方

　出願書類の特許庁への提出の仕方には、①書面を持参し
て特許庁の窓口に直接提出する方法、または書面を郵送す
る方法と、②オンラインによる電子手続きを行う方法の二
通りがあります。

　書面により手続きをする場合は、「特許印紙」を書面に
貼付します。その後、出願日から数週間後に送付される払
込用紙を用いて、電子化手数料として2,400円＋（800円×
書面のページ数）を納付します。
　②のオンライン手続きの場合は、事前に出願ソフトをダ
ウンロードして電子証明書の取得等を行います。弁理士

（特許事務所）に依頼する場合は、通常オンライン手続き
で特許庁への出願等や特許庁からの書類の受取を行ってい
ますので、電子化手数料は不要です。

詳しくは▶��（独）工業所有権情報・研修館（INPIT）知的財産相談・
支援ポータルサイト「各種申請書類一覧（紙手続の様
式）」

出典：�特許庁「出願の手続（令和 6 年度版）電子出願の概要」

出典：�（独）工業所有権情報・研修館（INPIT）知的財産相談・支援ポータルサイト
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（3）手続の補正

　出願手続きの不備により、特許庁より補正指令がきた場
合には手続補正書により応答し、不備を解消します。ここ
で適切に応答しなければ、出願は却下され、特許を受ける
ことができません。なお、却下処分に不服があれば、所定
期間内に行政不服審査法による審査請求をすることもでき
ます。

詳しくは▶�特許庁「出願の手続（令和6年度版）�第二章　特許出
願の手続�第二十節　手続の却下と補正指令」、「電子出
願ソフトサポートサイト�申請書類の書き方ガイド�手続の補
正」

（4）出願審査請求により実体的な審査が開始する

　特許出願の場合は、出願しただけでは内容面の審査はさ
れません。出願してから3年以内に「出願審査請求書」を
特許庁に送付し、所定の手数料を納付して、審査請求を行
う必要があります。そうすると審査の順番待ちに入って、
特許審査官による審査（実体審査）が行われます。
　なお、出願審査請求がなければ、出願は取り下げられた
ものとみなされます。（特許法第48条の3）

詳しくは▶�特許庁「出願の手続（令和6年度版）第十三節　出願審
査の請求」

（5）拒絶理由通知

　特許審査官による審査により、拒絶理由通知を受けた場
合は、意見書や手続補正書の提出により、拒絶理由を解消
し、特許査定に導くよう応答します。大変重要な段階に当
たります。

詳しくは▶�特許庁「特許の拒絶理由通知書を受け取った方へ」

（2）形式面の不備を見る方式審査

　特許庁が出願を受領すると、形式面の様式チェック（方
式審査）が行われます。

特許料等の減免制度コラム

　中小企業等を対象に、審査請求料・特許料（第1年分か
ら第10年分）・PCT国際出願に係る手数料について、一
定の要件を満たした場合には減免措置が受けられます。

詳しくは▶�特許庁「特許料等の減免制度」

早期審査・スーパー早期審査の申請コラム

　所定の要件を満たす以下のいずれかの特許出願であれ
ば、早期審査の申請を行うことができます。早期審査の
申請は、審査請求手続きと同時に行うことができます。
①中小企業、個人、大学、公的研究機関等の出願 ②外国
関連出願 ③実施関連出願 ④グリーン関連出願 （省エネ、
CO2 削減等の効果を有する発明）⑤震災復興支援関連出
願 ⑥アジア拠点化推進法関連出願
　また、所定の要件を満たす以下のいずれかの特許出願
は、スーパー早期審査の申請を行うことができます。
①実施関連出願かつ外国関連出願 ②スタートアップによ
る出願であって実施関連出願

　通常の審査では、最初の通知（ファーストアクション）
が来るのは9.5か月後（2023年度実績※）ですが、早期審査
で2.2か月（2023年度実関）、スーパー早期審査だと1か月
以下の早さで来ます。

※�ファーストアクション期間：審査請求から、審査官による審査結
果の最初の通知（主に特許査定又は拒絶理由通知書）が出願人
等へ発送されるまでの期間の年平均。

出典：特許庁「特許行政年次報告書 2024 年版」

詳しくは▶�特許庁「出願の手続（令和6年度版）�第十四節��
早期審査の手続」、「特許出願の早期審査・早期
審理について」令和6年1月

出典：�特許庁　早期審査の申請手続フロー
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5. 特許庁に支払う費用
　（1）出願費用：14,000円を支払います。
　（2） 審査請求費用：138,000円＋（請求項の数×4,000円）

を支払います。
　（3）登録費用
　特許査定が得られましたら、特許料（登録料）として、
第1年から第3年分の料金を一括納付します。1年当たり
4,300円＋（請求項の数×300円）の３年分を支払います。
なお、特許権を維持するためには、毎年維持費として年金
を支払う必要があります。

6. むすびに変えて
　以上、大変駆け足にて手続きの流れを中心に、特許出願
の準備から特許権の取得までをみてきました。
　様々な手続きがあり、迅速に、かつ正確に、要求された
事項を理解して書き方および時期を間違えないように進め
る必要があります。また特許権は出願日から権利満了の

20年に渡って管理しなければなりませんので、発明に専
念している発明者としては、知財部や弁理士（特許事務所）
に、常に手続きや権利の状況を把握してもらっておくこと
が宜しいでしょう。次号以降では、出願代理手続きのスペ
シャリストである弁理士についても解説を加えたいと思い
ます。

詳しくは▶�特許庁「産業財産権関係料金一覧」

弁理士,　芸術・科学・知財クリエイター
知成堂 代表取締役

p r o f i l e

大樹七海 （おおきななみ・雅号）

https://note.com/ookinanami/
政刊懇談会第21回本づくり大賞優秀賞受賞。国
立研究開発法人（理化学研究所、産業技術総合研
究所）にて半導体・創薬研究開発・国際業務を経
て弁理士、知財専門の出版社 株式会社知成堂 代
表取締役。著書『世界の知的財産権』（経済産業調
査会）、『弁理士にお任せあれ』（発明推進協会）、『ス
トーリー漫画でわかるビジネスツールとしての知
的財産』（マスターリンク）、内閣府知財教選定書

『マンガでわかる規格と標準化』（日本規格協会）、
経済産業省「くらしの中のJIS」他。
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for Insurance against Accidents at Work）を会場として、
4年ぶりに対面開催されたが、その際に、対面開催とオン
ライン開催を交互に開催する方針が同意されており、本年
度2024年はオンライン開催となっている。
　本年度（2024年）の時点でのSC6内でアクティブになっ
ているWG一覧を表1に示す。今回のオンライン会議では
WG3、WG20、WG21のみが開催された。
注1） すべての案件に対する投票義務及び会議に貢献する義務を負うメンバー。

　以下、本年度の各WGの審議概要を順に報告する。

2． オンライン会議2024の概要と報告

2.1　�ISO/TC146/SC6/WG20：Determination�of�semi-�
volatile�organic�compounds�（SVOCs）�in� indoor�
air�（室内空気中のSVOCs測定法）

 2024年9月19日（木） 19時から21時（日本時間）

　一昨年度の会議よりドイツのWKIの研究者であるErik 
Uhde博士がコンビーナ（主査）を担当している。ドイツ、

1． はじめに

　ISO/TC146はAir quality （大気の質）に関する規格化を
担当するTechnical Committee （TC）であり、その傘下に
は6つのSub Committee（SC） （SC 1～SC 6）が設置され
ている。SC6はIndoor Air （室内空気）に関連する規格化
を担当するSCであり、一般環境中での室内空気ならびに
空気質関連の国際標準化を目的として活動している。 
SC6は室内空気に関するあらゆる事項の標準化を担当して
おり、ガス状汚染物質、粒子状汚染物質、臭気、微生物、
家具什器からの化学物質放散等を扱う。TC146で対象と
する室内環境は、居間、寝室、DIY（日曜大工）室、娯楽
室、地下室、台所、浴室を有する住居、大気汚染物質に関
する安全衛生検査の対象とならない建物内の作業室または
作業場（例えば、事務所、営業所）、公共建築物（例えば、
病院、学校、幼稚園、スポーツホール、図書館、レストラ
ン、バー、劇場、映画館、その他の多目的室）、および車
両の客室空間等と定義されている。即ち、多様な閉鎖空間
内の空気に関するあらゆる問題に対応した標準化作業を担
当している。
　我が国では、1990年代後半から2000年代前半に掛けて、
揮発性有機化合物による室内空気汚染問題（シックハウ
ス・シックビル問題）への対応として、室内空気に関連す
る日本産業規格（JIS）が数多く制定されている。日本はウ
ィーン協定に加盟しているために、国際規格であるISOは
上位規格となることから、両者の整合性を維持することが
大切な課題となっている。
　ISO/TC146/SC6は伝統的に年に一度、Pメンバー注1）国
のいずれかがボランティアでホストを担当して会場準備の
労を負担することで対面会議が開催されてきたが、2019
年10月にドイツのボンで開催された対面会議の後に新型
コロナウイルス感染症（COVID-19）の世界規模のパンデミ
ックが発生し、2020年から2022年の3年間はオンライン
での開催となっていた。時差の問題を除けばオンライン会
議システムは非常に便利なツールであり、遠方からの旅費
負担や移動時間の制約も無いことから、実質的な会議参加
者数も増える傾向にあった。その一方で、対面会議のメリ
ットも再認識されることになり、2022年のSC6 Plenary会
議後には、そろそろどこかに集合して対面会議をとの雰囲
気になっていたように思う。その結果として、昨年度
2023年はイタリア･ローマのINAIL （National Institute 

表1　SC6傘下のActive�WGの一覧

ISO/TC146/SC6 （Air Quality/Indoor Air）
バーチャル・オンライン会議2024報告
国際会議報告

WG 名称 コンビーナ/国

WG3
Determination of volatile organic 
compounds （VOCs） in indoor air
室内空気中のVOCs測定法

Man-Goo Kim / 
Republic of 
Korea

WG10 Microbial contaminants
室内微生物

Judith Meider / 
Germany

WG13

Joint ISO/TC 146/SC 6 - ISO/
TC 22 WG:Determination of 
volatile organic compounds in 
car interiors
ISO/TC 146/SC 6 - ISO/TC 22 
WG合同分科会：自動車内装中の揮
発性有機化合物の測定法

Roland 
Kerscher / 
Germany

WG17 Sensory testing of indoor air
室内空気の知覚性試験

Birgit Müller / 
Germany

WG20

Determination of semi-volatile 
organic compounds （SVCOs） in 
indoor air
室内空気中のSVOCs測定法

Erik Uhde / 
Germany

WG21
Strategies for the measurement 
of airborne particles
エアロゾル粒子

Benjamin 
Bergmans / 
Belgium

WG25

Testing air cleaners by the 
assessment of perceived air 
quality
知覚空気質による空気清浄装置の評
価法

Kazuhide Ito / 
Japan
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早急に完成させてNWIP（New Work Item Proposal：新
規業務項目提案）として提案する方針を確認し、5年見直
しの改訂作業であることからCD（Committee Draft：委員
会原案）投票をスキップして直接DIS（Draft International 
Standard：国際規格原案）投票に進める方針を確認した。
2.2　�ISO/TC146/SC6/WG21：Strategies� for� the�mea-

surement�of�airborne�particles�（エアロゾル粒子）
　 2024年9月25日（水） 16時から18時（日本時間）

　ベルギーのBenjamin Bergmans博士がコンビーナを担
当して微粒子測定に関する標準化を担当するWGであり、
本年度はベルギー、ドイツ、イギリス、アメリカ、日本か
ら合計7名の参加者であった．WG21は昨年度のローマ会
議の後にデュッセルドルフのVDI/DINで対面会議が開催
されており、その会議でのDraft Minutes（議事録）の内容
を確認した後に、議論を行った。昨年度の会議中でFDIS

（Final Draft International Standard：最終国際規格案）段
階であった CPC を用いたナノ粒子の測定に関する ISO 
16000-42（室内空気－第42部：凝集粒子計数器による粒子
数濃度の測定）は正式に発行済みとなっている。
　最初に、Optical light scattering instrumentに関する議
論を行った結果、これはISO化ではなく、テクニカルレ
ポート（TR）として整理する方針を確認した。安価で簡易
なPMセンサー （Low cost sensor）を用いた測定方法の可
能性の他、その適用限界（Limitation）などの情報を加えて
テクニカルレポートを作成する。ドラフト作成はJürgen 
Spielvogel博士が担当し、その後、コンビーナのBenja-
min Bergmans博士がチェックする手順で進める。

イギリス、アメリカ、韓国、日本から合計10名のオンライ
ン参加者があった。日本からは田辺先生（早稲田大学）、酒
井先生（国立医薬品食品衛生研究所）、伊藤の3名が参加。
　昨年度の会議からの継続審議事項であるアクロレイン

（Acrolein）のサンプリング法ならびに分析法に関して議論
を行い、アクロレインの分析法はISO 16000-3（室内空気
－第3部：室内空気及び放散試験チャンバー内空気中のホ
ルムアルデヒド及び他のカルボニル化合物の定量－アクテ
ィブサンプリング）のAnnexとして扱う方針を最終的に決
定した。
　続いて、コンビーナのUhde博士が準備したAnnex A
のアクロレイン（Acrolein）のサンプリング法ならびに分
析法に関して議論を行った。昨年度のローマ会議では
WG13にて日本からアクロレインの測定方法に関して情報
提供しており、特に、CNETカートリッジを用いたサンプ
リング分析行うことで、DNPHと比較して、回収率が劇
的に改善する実験結果を報告していた。その結果を再現す
るためにErik Uhde博士がCNETカートリッジの入手を
試みたところ、日本国内のみの流通に限定されており、
メーカーに問い合わせをしたが日本からの輸出は出来ない
とのことで、国際的な入手が困難という点で、CNETカー
トリッジによる分析法の国際標準化は不適切との結論に至
った。我が国としては極めて残念な結果になった。また、
本規格に関連する測定法に関してはドイツ国内4機関でラ
ウンドロビンテストを計画しているとのこと。
　続いて、ISO DIS 16000-3の本文の確認作業を行い、例
えば、m-3等のTypoを修正した。ISO 16000-3は修正版を
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盾があることから、統一性を確保する観点で、サンプルホ
ルダーに関する全ての記述を削除する方針となった。ま
た、Appendix Bに記載されている試験室（Model Room）
に関する情報が古くなっていることから、Appendix Bは
全て削除することとし、気流条件の詳細については ISO 
16000-9 を参照することとなった。
　ISO 16000-10の修正版は事務局（Elisabeth）を中心とし
て作成し、WG3のエキスパートに回覧する方針となった。
また、アクロレイン（Acrolein）に関する議論も行い、SC6
の合意事項として、アクロレインはWG20で議論を行い、
その結果はISO 16000-3に反映させる（アクロレイン測定
法を含める）方針であることを確認した。
　ISO 16017-1（室内空気、周囲及び職場の空気－吸着捕集
/加熱脱離/キャピラリーガスクロマトグラフ法による揮
発性有機化合物のサンプリング及び分析－第1部：ポンプ
サンプリング）とISO 16017-2（第2部：パッシブサンプリ
ング）の改訂作業は、TC146レベルのWGで進める方針で
あり、SC2、SC3ならびにSC6の合同WGを組織して対応
することになっている。WG3としては、改定に関するコ
メントを2024年末までに作成して提出する必要がある。
2.4　ISO/TC146/SC6：Plenary�Meeting�（SC6全体会議）
 2024年9月26日（木） 20時から23時（日本時間）

　SC6議長であるKurt Thaxton博士（ゲステル社）の司会
でSC6全体会議が行われ、各WGからの活動報告、Rec-
ommendationの承認といった議事が粛々と審議･承認され
た。ドイツ、イギリス、スウェーデン、韓国、日本などか
ら合計25名の参加があった。
　今回、16000-3:2022の改訂作業開始が同意され、WG20
にて審議を行うこととなった。Scopeなどは変更せずに必

　続いて、気中の粒子個数濃度（Particle number concen-
tration）の測定法に関して議論を行い、「Determination of 
the number size distribution of submicron particles in-
doors」のタイトルで標準化に向けた情報収集を開始する
こととなった。
　議論の過程で、粗大粒子（Coarse particles）の定義に関
する問題提起があり、PM10からPM2.5を差し引いた値の
使用が議論されたが、結論には至らず、ISOのTCレベル
でのPMの定義を議論する必要性、特に、Particle charac-
terization including sievingを扱うISO/TC24での議論の
必要性などが指摘された。また、毒性の観点では粒子直径
ではなく、表面積が重要ではないか、との指摘もあった。
　テクニカルレポートのドラフト案などを作成して、2024
年11月25日にオンラインで次回WGを開催することとな
った。その際に、事務局のElisabethがCENの関連ドキュ
メントを共有する。
2.3　�ISO/TC146/SC6/WG3：Determination�of�volatile�

organic�compounds�（VOCs）�in�indoor�air�（室内空
気中のVOCs測定法）

 2024年9月25日（水） 20時から22時（日本時間）

　WG3 コンビーナはMan-Goo Kim博士（韓国）が担当し
ている。韓国、ドイツ、アメリカ、スウェーデン、フラン
ス、イギリス、日本から13名の参加者で開始されたが、
その後、最終的には15名まで増加した。
　ISO 16000-9（室内空気－第9部：建築材料及び家具等か
らの揮発性有機化合物（VOC）の放散測定－放散試験チャ
ンバー法）と11（室内空気－第11部：建築材料及び家具の
サンプルからの揮発性有機化合物の放散測定－サンプル採
取及び保管、試験片作製方法）はすでに改訂済みのため、
今回はISO 16000-10（室内空気－第10部：建築材料及び家
具等からの揮発性有機化合物（VOC）の放散測定－放散試
験セル法）の改訂の必要性に関して議論を行った。これま
で、韓国のKim先生の強い思い入れのあるオンドル（床暖
房）を想定した条件での化学物質の放散速度測定法に関す
る記述を何処に入れ込むか、継続して議論が行われてきた
が、ISO16000-9の改訂の際には（16000-9のAppendixとし
ては）不適切であろうとの判断に至り、結果として、今回
ISO16000-10に掲載する方針が同意された。
　Emission Cell は、基本的にデンマークで開発された
FLECのみを想定しているが、その定義と、本文中第6節
に示されたサンプルホルダー（試料ホルダー）の記述に矛 写真2　Virtual�Conferenceの様子（WG3）
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れた。来年度2025年は、10月6日にフランス・リヨンで
IEC の会議が予定されているとのこと。
　来年度のSC6は9月15日から19日に日本（東京、産業技
術総合研究所（AIST））で開催することが決定している。
来年度（2025年）はSC6の30周年となり、2025年の東京会
議はSC6にとって区切りとなる大切な会議となる予定であ
る。

3． おわりに

　本年度のSC6会議はオンラインシステムを利用して開催
されたが、昨年度のTC146会議にて、TC146は毎年開催
の方針は継続するが、対面会議は2年に一度とする方針が
同意されていることから、来年2025年は対面開催となる。
すでに東京にてAISTを会場として9月15日から19日の開
催が決定していることから、SC6に関する国内委員会でも
積極的な関与が求められるであろう。
　本年度は、田辺新一先生と伊藤の他は、WG3ならびに
WG20に酒井先生が参加されたものの、日本からの参加者
の顔ぶれはここ数年変化が無い。例年のレポートで同じリ
クエストを書いているように思うが、若手世代の参加を促
す仕組みが必要であり、そろそろ世代交代のタイムリミッ
トも近づいているようにも感じる。

要に応じて技術的な観点でのアップデートを反映させる方
針となっている。
　既にWG3で改訂作業の必要性に関する議論が行われた
ISO 16000-10:2006は、改訂作業継続の必要性が同意され、
WG3で審議を続けることになった。
　COVID-19パンデミックを背景として換気や換気効率の
重要性が再認識されたことから、2007年の制定時から改
訂作業が全く行われていないISO 16000-8:2007（室内空気
－第8部：建物内の局所平均空気齢による換気測定法）に
関してもアップデートの必要性が指摘された。現在休眠中
のWG6を再起動して審議を開始すると共に、当時のコン
ビーナであるDr. J. Sateri （フィンランド）にコンタクトす
る方針が確認された。ドイツのDr. Nehr Saschaが実施し
ている室内空気質関連プロジェクトINDAIRPOLLNETと
協力することで、最新情報を改定に反映させる方針。
　ドイツVDI/VDEのVOC検出器評価のための標準ガス
に関する規格Test instrument and test gases for VOC 
detectorsの内容が紹介され、ISO化の可能性に関して議
論を行った結果、先行規格であるISO 16000-29（室内空気
－第29部：VOC検出器の試験方法）との整合性に配慮し
て、まずはISO 16000-29の改訂作業を開始する方針が同
意された。標準化作業を担当したWGは休眠中であること
から、前コンビーナの松原先生に相談した上で今後の方針
を決定することとなった（伊藤から松原先生にコンタクト
することとなり、2024年10月3日付メールでやり取りし
た結果、松原先生はWGコンビーナ就任を辞退）。
　その他、ISO 16017-1ならびにISO 16017-2の改訂作業に
関してKurtから口頭で報告あり、SC2ならびにSC3と協
力してJoint WGを設立して改訂作業を進める方針を昨年
度に議決しており、KurtがJoint WGのChair（議長）を担
当する方針であるが、詳細は本年度に開催予定のTC146
で再度、議論を行う予定とのこと（TC146のInvitationを
受け取っておらず、伊藤は参加していない）。
　IEC TC59 SC59NのエキスパートがSC6に参加してお
り、IEC TC59にて標準化を進めているIEC 63086-2-2で
は、ISO 16000-6（室内空気－第6部：吸着剤チューブでの
アクティブサンプリング,熱脱着およびMSまたはMS FID
を使用したガスクロマトグラフィーによる室内およびテス
トチャンバー空気中の有機化合物（VVOC,VOC,SVOC）の
測定）ならびに-9を正式に引用する方針、IECとISOのダ
ブルロゴのスタンダードなど、リエゾンレポートが報告さ
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伊藤一秀
九州大学 総合理工学研究院 環境理工学部門 教授
専門分野：建築環境工学、数値流体工学
最近の研究テーマ：数値人体モデル開発とin silicoモデリング、室内環境
解析、環境リスク解析
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規格番号 担当 名称

ISO 12219-1 WG13 Interior air of road vehicles – Part 1: Whole vehicle test chamber – Specification and method for 
the determination of volatile organic compounds in cabin interiors

ISO 12219-2 WG13 Interior air of road vehicles — Part 2: Screening method for the determination of the emissions of 
volatile organic compounds from vehicle interior parts and materials — Bag method

ISO 12219-3 WG13
Interior air of road vehicles — Part 3: Screening method for the determination of the emissions of 
volatile organic compounds from vehicle interior parts and materials — Micro-scale chamber 
method

ISO 12219-4 WG13 Interior air of road vehicles — Part 4: Method for the determination of the emissions of volatile 
organic compounds from vehicle interior parts and materials — Small chamber method

ISO 12219-5 WG13 Interior air of road vehicles — Part 5: Screening method for the determination of the emissions of 
volatile organic compounds from vehicle interior parts and materials — Static chamber method

ISO 12219-6 WG13
Interior air of road vehicles — Part 6: Method for the determination of the emissions of semi-
volatile organic compounds from vehicle interior parts and materials at higher temperature — 
Small chamber method

ISO 12219-7 WG13 Interior air of road vehicles — Part 7: Odour determination in interior air of road vehicles and test 
chamber air of trim components by olfactory measurements

ISO 12219-8 SC6 Interior air of road vehicles — Part 8: Handling and packaging of materials and components for 
emission testing

ISO 12219-9 SC6 Interior air of road vehicles — Part 9: Determination of the emissions of volatile organic 
compounds from vehicle interior parts — Large bag method

ISO 12219-10 WG13 Interior air of road vehicles — Part 10: Whole vehicle test chamber — Specification and methods 
for the determination of volatile organic compounds in cabin interiors — Trucks and buses

ISO 16000-1 SC6 Indoor air — Part 1: General aspects of sampling strategy

ISO 16000-2 SC6 Indoor air — Part 2: Sampling strategy for formaldehyde

ISO 16000-3 SC6 Indoor air — Part 3: Determination of formaldehyde and other carbonyl compounds in indoor air 
and test chamber air — Active sampling method

ISO 16000-4 SC6 Indoor air — Part 4: Determination of formaldehyde — Diffusive sampling method

ISO 16000-5 SC6 Indoor air — Part 5: Sampling strategy for volatile organic compounds （VOCs）

ISO 16000-6 WG3
Indoor air — Part 6: Determination of organic compounds （VVOC, VOC, SVOC） in indoor and test 
chamber air by active sampling on sorbent tubes, thermal desorption and gas chromatography 
using MS or MS FID

別表2　TC146/SC6で規格化されたISOタイトル一覧

別表1　TC146/SC6で審議中もしくは新規提案中の規格タイトル一覧

規格番号 担当 名称

ISO/DIS 12219-11 WG13 Interior air of road vehicles — Part 11: Thermal desorption analysis of organic emissions 
for the characterization on non-metallic materials for vehicles

ISO/CD 12219-12 WG13
Interior air of road vehicles — Part 12: Textiles made from polyvinyl chloride （PVC） or 
polyurethane — Specification and methods for the determination of fogging 
characteristics of trim materials in the interior of automobiles

ISO/AWI 16000-22 WG10 Indoor air — Part 22: Detection and quantification of fungal biomass by fungal β
-N-acetylhexosaminidase enzyme activity

ISO/CD 16000-43 WG10 Indoor air — Part 43: Standard method for assessing the reduction rate of culturable 
airborne fungi by air purifiers using a test chamber
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規格番号 担当 名称

ISO 16000-8 SC6 Indoor air — Part 8: Determination of local mean ages of air in buildings for characterizing 
ventilation conditions

ISO 16000-9 WG3 Indoor air — Part 9: Determination of the emission of volatile organic compounds from samples of 
building products and furnishing — Emission test chamber method

ISO 16000-10 SC6 Indoor air — Part 10: Determination of the emission of volatile organic compounds from building 
products and furnishing — Emission test cell method

ISO 16000-11 WG3
Indoor air — Part 11: Determination of the emission of volatile organic compounds from samples 
of building products and furnishing — Sampling, storage of samples and preparation of test 
specimens

ISO 16000-12 SC6
Indoor air — Part 12: Sampling strategy for polychlorinated biphenyls （PCBs）, polychlorinated 
dibenzo-p-dioxins （PCDDs）, polychlorinated dibenzofurans （PCDFs） and polycyclic aromatic 
hydrocarbons （PAHs）

ISO 16000-13 SC6
Indoor air — Part 13: Determination of total （gas and particle-phase） polychlorinated dioxin-like 
biphenyls （PCBs） and polychlorinated dibenzo-p-dioxins/dibenzofurans （PCDDs/PCDFs） 
— Collection on sorbent-backed filters

ISO 16000-14 SC6
Indoor air — Part 14: Determination of total （gas and particle-phase） polychlorinated dioxin-like 
biphenyls （PCBs） and polychlorinated dibenzo-p-dioxins/dibenzofurans （PCDDs/PCDFs） — 
Extraction, clean-up and analysis by high-resolution gas chromatography and mass spectrometry

ISO 16000-15 SC6 Indoor air — Part 15: Sampling strategy for nitrogen dioxide （NO2）

ISO 16000-16 WG10 Indoor air — Part 16: Detection and enumeration of moulds — Sampling by filtration

ISO 16000-17 WG10 Indoor air — Part 17: Detection and enumeration of moulds — Culture-based method

ISO 16000-18 WG10 Indoor air — Part 18: Detection and enumeration of moulds — Sampling by impaction

ISO 16000-19 WG10 Indoor air — Part 19: Sampling strategy for moulds

ISO 16000-20 WG10 Indoor air — Part 20: Detection and enumeration of moulds — Determination of total spore count

ISO 16000-21 WG10 Indoor air — Part 21: Detection and enumeration of moulds — Sampling from materials

ISO 16000-22 WG10 Indoor air —Part 22: Detection and quantification of fungal biomass by fungal β
-N-acetylhexosaminidase enzyme activity

ISO 16000-23 SC6 Indoor air — Part 23: Performance test for evaluating the reduction of formaldehyde and other 
carbonyl compounds concentrations by sorptive building materials

ISO 16000-24 SC6 Indoor air — Part 24: Performance test for evaluating the reduction of volatile organic compound 
concentrations by sorptive building materials

ISO 16000-25 SC6 Indoor air — Part 25: Determination of the emission of semi-volatile organic compounds by 
building products — Micro-chamber method

ISO 16000-26 SC6 Indoor air — Part 26: Sampling strategy for carbon dioxide （CO2）

ISO 16000-28 WG17 Indoor air — Part 28: Determination of odour emissions from building products using test 
chambers

ISO 16000-29 SC6 Indoor air — Part 29: Test methods for VOC detectors

ISO 16000-30 WG17 Indoor air — Part 30: Sensory testing of indoor air

ISO 16000-31 SC6 Indoor air — Part 31: Measurement of flame retardants and plasticizers based on 
organophosphorus compounds — Phosphoric acid ester

ISO 16000-32 SC6 Indoor air — Part 32: Investigation of buildings for the occurrence of pollutants

別表2　TC146/SC6で規格化されたISOタイトル一覧
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規格番号 担当 名称

ISO 16000-33 WG20 Indoor air — Part 33: Determination of phthalates with gas chromatography/mass spectrometry （GC/
MS）

ISO 16000-34 WG21 Indoor air — Part 34: Strategies for the measurement of airborne particles

ISO 16000-36 WG10 Indoor air — Part 36: Standard method for assessing the reduction rate of culturable airborne 
bacteria by air purifiers using a test chamber

ISO 16000-37 SC6 Indoor air — Part 37: Measurement of PM2,5 mass concentration

ISO 16000-38 SC6 Indoor air — Part 38: Determination of amines in indoor and test chamber air — Active sampling 
on samplers containing phosphoric acid impregnated filters

ISO 16000-39 SC6 Indoor air — Part 39: Determination of amines — Analysis of amines by （ultra-） high-performance 
liquid chromatography coupled to high resolution or tandem mass spectrometry

ISO 16000-40 SC6 Indoor air — Part 40: Indoor air quality management system

ISO 16000-40 
/Amd1 SC6 Indoor air — Part 40: Indoor air quality management system — Amendment 1: Climate action 

changes

ISO 16000-41 SC6 Indoor air — Part 41: Assessment and classification

ISO 16000-42 WG21 Indoor air — Part 42: Measurement of the particle number concentration by condensation particle 
counters

ISO 16000-43 WG10 Indoor air — Part 43: Standard method for assessing the reduction rate of culturable airborne 
fungi by air purifiers using a test chamber

ISO 16000-44 WG25 Indoor air — Part 44: Test method for measuring perceived indoor air quality for use in testing the 
performance of gas phase air cleaners

ISO 16017-1 SC6 Indoor, ambient and workplace air — Sampling and analysis of volatile organic compounds by 
sorbent tube/thermal desorption/capillary gas chromatography — Part 1: Pumped sampling

ISO 16017-2 SC6 Indoor, ambient and workplace air — Sampling and analysis of volatile organic compounds by 
sorbent tube/thermal desorption/capillary gas chromatography — Part 2: Diffusive sampling

別表2　TC146/SC6で規格化されたISOタイトル一覧
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1． 概要

　今回ご相談にお越しいただいた皆さんは、レゴ社製ロボ
ットキットを用いてミッションをクリアする大会に参加予
定で、課題の一つに「指定された社会問題に関わるテーマ」
について調査、検討、解決方法を提案する発表があるとの
ことです。
　提案する内容にコンクリートに関する技術的な部分があ
り、専門家に相談をしたいということで、当センター工事
材料試験所横浜試験室までお越しいただきました。

2． 自己紹介～プレゼンテーション

　まずは自己紹介ということで名刺交換をしました。チー
ムの名刺をデザインしており、本格的な活動がうかがえま
した。今回の課題をご説明いただき、プレゼンテーション
を開始しました。
　課題に対して、問題点や解決方法を的確にまとめ、作り
こまれたパワーポイント資料を使ったプレゼンテーション
には、当センター職員も少しびっくりしました。

3． 相談の様子

　実際に作ってみたという課題解決のための試作品を見な
がら、わからないことについて積極的に質問がされ、職員
からは、求めたい数値の測定方法や強度に関する技術的な
説明をすることで、材料としての理解が深まったようです。

　話が進み「持続可能」という職員からのキーワードから、
「実はこんなことも考えているんです！」と、追加でバージ
ョンアップした検討中のプランの説明もしていただきまし
た。プレゼンテーションの資料が未完成ということでした
が、「自然が自然を守り循環される」というしっかりとした
提案主旨をご説明いただき、聞いていた職員も発想力の豊
かさに感心していました。

4． 試験室見学

　せっかく「建材試験」センターに来ていただいたので、
試験室をご案内しました。ご説明いただいたプランの中に
物質を粉にしなければならない工程があったので、実際に
粉砕機で硬化コンク
リートを粉砕する様
子を見ていただきま
した。パウダー状に
なった硬化コンク
リートを触って感触
を確かめていまし
た。

5． おわりに

　当センターをご利用される方でも馴染みのない「経営企
画部」ではございますが、当センターが掲げる「第三者証
明事業を通し住生活・社会基盤整備へ貢献する」活動の一
環として、標準化事業、調査研究事業のほか、地域・社会
への貢献活動にも取り組んでおります。

 a u t h o r

経営企画部 企画調査課 課長田中 勝
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コンクリートに関する技術的相談を受けました
経営企画部 企画調査課
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1． はじめに

　2024年9月30日（月）から10月4日（金）にかけて、ISO/
TC163の総会、各SCの総会及びWG会議がフランス・パ
リでの対面会議及びWeb会議にて開催された。
　本稿では、当センターが国内審議団体を担っているSC1
の会議について、概要を報告する。

2． TC163及びTC163/SC1について

　国際標準化機構（ISO）は、1947 年に 18 か国により、
国家間の製品やサービスの交換を助け、標準化活動の発
展を促進し、知的・科学的・技術的・経済的活動における
国家間協力を発展させることを目的に発足した。18か国
で発足した会員数は 2024 年 12 月現在、172 か国に及ぶ。
ISO は 1 か国 1 機関のみが会員となることができ、各国
における最も代表的な標準化機関が加入している。日本
においては閣議了解に基づき1952年から日本産業標準調
査会（JISC）が加入している。
　ISO には、現在、258 の TC（Technical Committee; 
専門委員会）及び10のPC（Project Committee; プロジェ
クト委員会 ）、IEC（International Electrotechnical 
Commission; 国際電気標準会議）とのJTC（Joint Tech-
nical Committee; ISO/IEC合同専門委員会）が存在する
注1）。これらの委員会のうち、TC163（Thermal perfor-
mance and energy use in the built environment; 建築
環境における熱的性能とエネルギー使用）は1975年に設
立され、“建築物及び土木建築物の分野における熱・湿気
及びエネルギー使用等に関連する試験及び計算方法並び
に製品の性能評価”に関する国際規格を審議しているTC
である。TC163には、別図に示すようにWG4（TC205と
のJWG（Joint Working Group; 合同作業グループ））及
び3つのSC（Sub Committee; 分科委員会）が設置されて
おり、これらの管理は、スウェーデンの標準化団体 SIS

（Swedish Institute for Standards）が担当している。
　なお、TC163 は国連が掲げる SDGs のうち、図1に示

ISO/TC163/SC1（Thermal performance and 
energy use in the built environment/Test and 
measurement methods）会議報告2024
国際会議報告

す5つの持続可能な開発目標に貢献している。
注1） 2024年12月時点

　当センターは、2003年度（平成15年度）から、3つのSC 
のうちの1つであるSC1（Test and measurement meth-
ods; 試験及び測定方法）の国内審議団体を担っており、新
規業務項目（テーマ）の提案（New Work Item Proposal; 
NP）、国際規格原案（Draft International Standard; DIS）
の作成及び審議、定期見直し（Systematic Review; SR）の
審議、現在扱われているISO規格（別添表参照）や他国か
らの新規業務項目等に対する国内意見の取り纏め及び日本
代表としての回答（投票の管理）を行っている。SC1では、
2024年12月現在、78のISO規格を発行し、4規格が開発
中、7規格が開発予定である。
　SC1の参加メンバーは、Pメンバー23か国、Oメンバー 
18か国である注2）。SC1には、本報告の会議開催時点で9
つのWG（Working Group; 作業グループ）及び1つのAHG

（Ad Hoc Group；特設グループ）が設置されており、この
うち、AHG10、WG8、WG16及びWG21で日本がコンビ
ナー（Convenor; WGまたはAHGの主査）を担当している。
参加国では図2に示すように欧米各国が中心となっている
が、活動においては日本が大きなウエイトを占めていると
言える。なお、SC1の管理は、ドイツの標準化団体DIN

（Deutsches Institut für Normunge.V.）が担当している。
注2）  Pメンバーは、すべての案件に対する投票義務及び会議に貢献する義務を負うメン

バー。Oメンバーは、オブザーバーとしてコメントの提出・会議への出席の権利をもつメ
ンバー。

3． 会議の概要及び報告

3.1　全体概要
　会議は、フランス、パリにあるフランス標準化団体AF-
NOR（Association francaisede normalisation）の会議室で
主に対面形式で開催され、一部の会議ではWeb 会議シス図1　TC163で取り扱う持続可能な開発目標

図2　TC163/SC1参加国
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テム（Zoom）を使用したハイブリッド形式での開催となっ
た。
　ISO/TC163/SC1関係会議のスケジュール及び日本から
の出席者を表1及び表2に示す。
　以下に各会議の概要を示す。
3.2　�ISO/TC163/WG4（Joint� ISO/TC163�and� ISO/

TC205）
（1）会議概要
－開催日時：9月30日（月）　16 ： 00 - 19：30（日本時間）
（2）議事内容等
　国際会議の開始に先立って、TC163とTC205の合同会
議が行われた。出席者は約100名であり盛況であった。
　議事内容は、TC163とTC205のそれぞれの活動の概要、
ISO事務局からの活動の案内である。特に脱炭素化に向け
て、ISO事務局が率先して規格を作成するというアナウン
スがあった。これまでは、世界の状況を受けて、例えばス
マートコミュニティに対応する既存の規格を分類・整理し
て提示するという受動的な対応だったが、新しい能動的な
動きと考えられる。
　また、規格の企画から発行までの手続きを、すべて
Web上で行えるシステムOnline Standards Development

（OSD）を準備中であり、2025年4月をめどに使用開始す
る予定であることが報告された。

3.3　�ISO/TC163/SC1/AHG10（Air�tightness�of�build-
ings：建物の気密性）

（1）会議概要
－開催日時：10月2 日（水）20：30 - 24：30（日本時間）
－参加者： Mr. Yasuo, Utsumi（日本：AHG10 コンビナー）
 Mrs. Leprince, Valérie（フランス）
 Mr. Solcher, Oliver（ドイツ）
 Mr. Zeller, Joachim（ドイツ）
 Mr. Delmotte, Christophe（ベルギー）
 Mr. Wallace, Fintan（アイルランド）
 Mr. Wehrli, Michael（スイス）
 Mr. Stanley, Yee（アメリカ）
 Mr. Spiradsdn, Kagaba（タンザニア）
 Mr. Yuji,Nakazato（日本）
－経緯：AHG10では、ISO 9972（建築物の耐熱性能－建
築物の気密性の測定－ファン加圧法）の改正作業が行われ
ている。このISO 9972は、2015年にWG10によって検討・
発行された。その後、WG10はその役割を果たし、2020年
に解散したが、ヨーロッパ諸国を中心にISO 9972改正の
要望が高まり、新たな検討作業部会としてAHG10が設立
され、ISO 9972の改定作業が開始された。
（2）議事内容等
　開催の挨拶から始まり、参加者の確認が行われた。2024 

表1　ISO/TC163/SC1関係会議スケジュール

表2　ISO/TC163/SC1関係会議への日本からの出席者�注3）

氏名 所属及び役職

内海 康雄 国立高等専門学校機構 特命教授 
［TC163総会、SC1総会、AHG10 meeting、TC163/TC205 JointWG、 SC1日本代表、SC1国内審議委員会  委員長］

中里 侑司 （一財）建材試験センター  経営企画部  企画調査課 兼 経営戦略課
［AHG10 meeting、SC1国内審議委員会事務局］

注3） 角括弧内は担当会議、役割等。

日程 会議名称 開催方式
参加会議

内海 中里

9月30日（月） ISO/TC163/WG4　Meeting （Joint ISO/TC163 and ISO/TC205） 対面 ○

10月2日（水） ISO/TC163/SC1/AHG10 Meeting ハイブリッド ○ ○

10月2日（水） ISO/TC163/SC1 Plenary Meeting（総会） ハイブリッド ○

10月3日（木） ISO/TC163 Plenary Meeting（総会） 対面 ○
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年9月にWebで開催された前回会議議事録の承認及び議
事次第の確認が行われた。ISO 9972 の改正案について
Leprince Valérie氏より説明があり、各委員より提出され
た資料を基に議論が行われ作業担当者を決定した。次回会
議として2025年4月7日にWeb会議を開催することで合
意した。
3.4　ISO/TC163/SC1�Plenary�Meeting
3.4.1　会議概要
－開催日時：10月2日（水）17：00 - 20：30（日本時間）
－議長：Prof. Marc Rippel（ドイツ）
－委員会マネージャー：Mr. Benjamin Wienen（ドイツ）
－参加国： フランス、アメリカ、イギリス、日本、韓国、

ベルギー、中国、カナダ、フィンランド、スウ
ェーデン、イタリア、ノルウェー（12か国）

3.4.2　会議開催～前回議事録確認
（1）SC1の活動状況について
　委員会マネージャーより、参加国はPメンバーが23 か
国、Oメンバーが18か国である旨の説明がなされた。
（2）出席者の確認及び議題の確認
　出席者の確認及び議題の確認を行い、議題については事
前配信された内容のとおりで承認された。
（3）前回会議議事録の確認
　前回会議（2023年9月アメリカ・アトランタで開催）の議
事録案について確認を行い、承認された。
3.4.3　�WI（Working�Item）の確認及び各WGの活動・進

捗状況について
　委員会マネージャーより、SC1のWIについて確認され
た。現時点でアクティブなWI（SR投票対応を除く）は別
表のとおり。
　前回会議以降のWGの活動について、各WGから報告さ
れた。概要は次のとおり。
（1）AHG10（建物の気密性）
　開発中のISO 9972（建築物の耐熱性能－建築物の気密性
の測定－ファン加圧法）について、各委員より提出された
資料を基に議論が行われ作業担当者が決定されたこと及び
次回会議として2025年4月7日にWeb会議を開催する予
定であることが報告された。
（2）WG2（GHP法）
　開発中の ISO 9900（100℃から 800℃の高温における
GHP法による熱伝導率の測定）について、開発期限切れの
ため登録が削除され、2024年8月に新規プロジェクトとし

て再提案、NP（新規業務提案）投票が実施されたことが報
告された。
（3）WG8（含水率及び透湿特性）
　開発中のISO 20591（建築材料および製品の湿熱性能 - 
含水率勾配に対する水分拡散率の測定）について、2023年
1月PWI（準備作業項目）として登録され、Draftを作成中
であることが報告された。なお、プロジェクトリーダー
は、日本の岸本委員（大阪公立大学大学院准教授）が務め
ている。
　また、ISO 12572（建築物材料及び製品の耐温湿性能－
水蒸気透過特性の求め方－カップ法）の追補1が2024年10
月に発行されることが合わせて報告された。
（4）WG15（建物と産業施設のサーモグラフィ）
　開発中のISO 6781-2（建物の性能－赤外線法による建物
内の熱 , 空気 , 湿気の異常検知－第 1 部：一般手順）及び
ISO 6781-4（建物の性能－赤外線法による建物内の熱、空
気、湿気の異常検知－第4部：住宅建物のサーモグラフィ）
について、昨年度から進展はなく、プロジェクトへの参加
国が5か国以上集まらなかったため、NP（新規業務提案）
投票を開始する予定である旨が報告された。
（5）WG16（断熱性の現場測定法）
　ISO 9869-3（建築要素の断熱－熱抵抗及び熱貫流率の現
位置測定法－第3部：プローブの挿入方法）が2023年11月
に発行されたことが報告された。WG16は、活動中の作業
項目がなく、その役目を果たしたとして解散することが承
認された。
（6）WG17（窓及びドアの日射熱取得率）
　開発中のISO 17528（窓とドアの熱性能－自然太陽光を
利用した日射熱取得率の測定）について、CD（委員会原案）
投票の準備をしているところであることが報告された。

写真1　ISO/TC163/SC1�Plenary�Meetingの様子
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3.4.7　その他
（1）OSD�の使用が義務化
　議長より、2025年以降に開始される新規プロジェクト
では OSDの使用が義務付けられることが説明され、コン
ビナーとプロジェクトマネージャーにISOウェビナーへの
参加が呼びかけられた。
（2）次回の総会について
　議長より、次回（2025年度）の会議場所等については未
定であり、開催希望の有無について、問いかけがあった。
3.5　ISO/TC163�Plenary�Meeting
（1）会議概要
－開催日時：10月3 日（木）20：30 - 24：00（日本時間）
－議長：Dr. Eva-Lotta Kurkinen
－委員会マネージャー：Mr. Bengt Rydstedt
－参加国：  カナダ、中国、フィンランド、フランス、ド

イツ、インド、日本、オランダ、ノルウェー、
韓国、 南アフリカ、スウェーデン、タンザニ
ア、イギリス、アメリカ、ウルグアイ、モロ
ッコ、スペイン（18か国）

 
（2）議事内容等
　TC163の新議長としてEva-Lotta Kurkinen氏が就任し
た。議長より、総会の概要について報告された。また、委
員会マネージャーより、Pメンバーとしてタンザニア、O
メンバーとしてルクセンブルクとモロッコが新たに加わっ
たことが報告された。
　SC1に関しては、SC1委員会マネージャーより、前日に
開催されたSC1総会の概要および6件の決議内容について
報告された。

（7）WG19（周期加熱法による熱拡散率測定）
　ISO 21901：2021（断熱材－熱拡散率の試験方法－定期
熱法）を改訂することが合意され、プロジェクトリーダー
として日本の阿子島委員（産業技術総合研究所）が就任し
た。なお、開発期間は3年である。また、現在不在である
コンビナーの募集が進行中であり、日本より阿子島委員が
立候補していることが報告された。
（8）WG20（極低温度域における試験方法）
　開発中のISO 16685（産業設備用断熱製品－低温下での
機械的特性試験） について、DIS（国際規格原案）投票が行
われ、その際に提出されたコメントに対する議論が行われ
た。コメントに対する修正を行い FDIS（国際規格最終原
案）投票に付される予定であることが報告された。
（9）�WG21（高温域における建築用断熱材の比熱の試験

方法）
　現在ActiveなWIがないこと、Expert登録されている
委員に新規提案の有無を確認中であることが報告された。
なお、新規提案がなかった場合、WG解散の投票が開始さ
れることが委員会マネージャーより報告された。
（10）WG22（床下の空気分配システムのエネルギー性能）
　ISO 7615-1（建物システムのエネルギー性能－床下空気
分配システム－第1部：全体概要）が2024年7月に発行さ
れたこと及び開発中のISO 7615-2（第2部：室内空気層の
現場測定）が2024年8月にNWI（新規業務項目）として再
登録されたことが報告された。
3.4.4　コンビナーの再任等
　WG2のコンビナーであるMukhopadhyaya氏、WG17及
びWG22 のコンビナーであるKwang Ho Lee 氏を再任す
ることで合意された。
　WG16については解散が決定し、コンビナーの加藤委員

（東京大学 特命教授・名誉教授）に謝意が述べられた。
3.4.5　リエゾンに関する報告
　TC163/SC1のリエゾンであるISO/TC 33、ISO/TC 61/
SC 5、CIB等から報告がなかったため、連絡を取り、状況
によってリエゾンを見直すことで合意した。
3.4.6　定期見直し投票の対応について
　委員会マネージャーより、Pメンバーは SR（定期見直
し）投票に回答する義務があること、承認されなかった場
合や少なくとも5か国で当該規格の使用が確認できなかっ
た場合、その規格は取り下げられるべきであることなどに
ついて説明があった。
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写真2　ISO/TC163�Plenary�Meetingの参加メンバー
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であったため、対面会議に参加していた内海先生のみの参
加であった。ハイブリッド形式での開催は、現地への出張
が難しい場合でも会議に参加可能で、かつ参加者の金銭面
や時間的な負担が軽減される。全体会議であるPlenary 
Meetingにおいては、原則ハイブリッド形式での開催とい
うようなルール作ることを検討してほしいと思う。

4． おわりに

　今回の国際会議は、当初はすべての会議が対面のみで予
定されていたが、直前に一部会議がオンラインでも参加で
きるよう、ハイブリッド形式に変更となった。しかし、
ISO/TC163/SC1 Plenary Meetingは、開催日直前の変更

別図　ISO/TC163の構成

ISO/TC 163（スウェーデン）
Thermal performance and energy use in the 
built environment
建築環境における熱的性能とエネルギー使⽤

WG4（カナダ）※
Energy performance of buildings using 
holistic approach
包括的⼿法による建物のエネルギー効率

※ TC163とTC205のジョイントワーキング
（Joint between ISO/TC 163 and ISO/TC 205）

SC2（ノルウェー）
Calculation methods
計算⽅法

AHG10（⽇本） 
Air tightness of buildings
建物の気密性

WG2（カナダ） 
Guarded hot plate methods
GHP法

WG8（⽇本）
Moisture content and moisture 
permeability
含⽔率および透湿特性

WG15（カナダ） 
Thermography of buildings and 
industrial installations
建物と産業施設のサーモグラフィ

WG16（⽇本）
In-situ measurement of thermal 
resistance and thermal transmittance 
of opaque building elements
断熱性の現場測定法

WG17（韓国）
Solar heat gain coefficient of windows 
and doors
窓およびドアの⽇射熱取得率

WG19
Periodic heat method for thermal 
diffusivity of thermal insulation
周期加熱法による熱拡散率測定

WG20（中国）
Test method at cryogenic 
temperature
極低温度域における試験⽅法

WG21（⽇本）
Test method for Specific heat capacity 
of thermal insulation for buildings at 
elevated temperature range
⾼温域における建築⽤断熱材の⽐熱の試
験⽅法

WG22（韓国）
Energy performance of underfloor air 
distribution systems
床下の空気分配システムのエネルギー性
能

注） オレンジに塗りつぶしているWGは⽇本がコンビナーを務めているものである。

SC1（ドイツ）
Test and measurement methods
試験および測定⽅法

WG 17（ノルウェー）
Detailed calculation for thermal 
performance of windows, doors and 
shading devices
窓、ドア及び⽇射遮蔽物の熱性能の詳細
計算

WG 16（ノルウェー）
Hourly date for assessing the annual
energy use for heating and cooling
冷暖房による年間エネルギー使⽤の評価
に⽤いる時間データ

WG 15（オランダ）
Energy Performance calculation 
methods
エネルギー性能計算⽅法

WG 20（韓国）
Flexible microporous thermal 
insulation
フレキシブルな微多孔質断熱材

WG 19（アメリカ）
Mineral fibre mat and board thermal 
insulation
ミネラル繊維マット及びボードの断熱

WG 18 （中国）
Cellular glass thermal insulation 
products 
セルラーガラス断熱材

WG 14 （カナダ）
Building enclosure thermal 
performance verification and 
commissioning – Programme
建築外周部の熱的性能の実証及び運⽤プ
ログラム

WG 13 （カナダ）
Reflective insulation for buildings
建築⽤反射断熱材

WG 9（カナダ）
Exterior insulation and finish systems
外断熱⼯法

SC3（カナダ）
Thermal insulation products
断熱製品
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　日本はISO活動に関して積極的に活動しているが、課題
としては次が考えられる。
1）  ISO活動として定期見直しへの対応が主となっているが、

新しい規格策定が望ましい。関係する学協会などへニー
ズとシーズの聞き取りを行うのも方法の一つと考えられ
る。

2） 脱炭素化社会へ向けて、ISO事務局自体が新規に規格を
策定する動きを見せている。脱炭素化は国内外の重要事
項であるので、日本の知見を活かす機会と考えられる。

　各WGの新規提案をさらに推し進めるとともに、引き続
き既存WGの案件も適切に実施し、日本の役に立つような
規格開発のサポート等を実施して参りたい。

business report 2024

 a u t h o r

経営企画部 企画調査課 参事 兼 経営戦略課 参事

＜従事する業務＞
経営企画業務、国内、国際標準化業務など

中里侑司

別表　ISO/TC163/SC1で現在扱われているISO規格の一覧�注4）�注5）

注4） 2024年12月時点の情報。
注5） SR（定期見直し）対象の規格は掲載していない。
※日本がコンビナーを担当するWG

担当 規格番号 名称

SC1
ISO/PWI 24986 Energy performance of building systems — Determination of energy performance of machine 

learning based optimal control strategy by field measuring methods

ISO 12628:2022
/DAmd 1

Thermal insulating products for building equipment and industrial installations — Determination of 
dimensions, squareness and linearity of preformed pipe insulation — Amendment 1

AHG10※ ISO/PWI 9972 Thermal performance of buildings — Determination of air permeability of buildings — Fan pressur-
ization method

WG2 ISO/NP 9900 Thermal insulation — Determination of thermal conductivity by Guarded Hot Plate Method at 
elevated temperature from 100 ℃ to 800 ℃

WG8※ ISO/PWI 20591 Hygrothermal performance of building materials and products — Determination of moisture diffusivi-
ty for moisture content gradient

WG15
ISO/PWI 6781-2 Performance of buildings — Detection of heat, air and moisture irregularities in buildings by infrared 

methods — Part 2: Equipment Classification, Description and Requirements

ISO/PWI 6781-4 Performance of buildings — Detection of heat, air and moisture irregularities in buildings by infrared 
methods — Part 4: Thermography of Residential Buildings

WG17 ISO/AWI 17528 Thermal Performance of windows and doors — Determination of solar heat gain coefficient using 
natural sunlight

WG19 ISO/PWI 21901 Thermal insulation — Test method for thermal diffusivity — Periodic heat method

WG20 ISO/DIS 16685 Thermal insulating products for industrial installations — Mechanical properties testing at sub-ambi-
ent temperatures

WG22 ISO/PWI 7615-2 Energy performance of building systems — Underfloor air distribution systems — Part 2: In-situ 
measurement of room air stratification
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　2024年10月から12月にかけて、福島県生コンクリート
工業組合主催による、福島県内でフレッシュコンクリート
の採取技能試験を行う技術者を対象とした、第8回現場代
行試験員講習会（以下「講習」）が開催され、組合員工場を
中心に延べ156名の技術者が受講し、当センター職員が講
師を務めました。
　講習は、コンクリートの基礎知識、コンクリートに関す
るJIS規格やJASS5の最新の動向をオンデマンド配信で学
んだうえで演習問題に取り組む自己学習と、福島県内4地
域、7工場に技術者が分散集合し、実際の生コンクリート
を用いて①試料採取、②温度測定、③スランプ試験、④空
気量試験、⑤圧縮強度試験用供試体作製、⑥塩化物量測定
の実技講習を行う二部構成で実施しました。
　実技講習では、「コンクリート採取試験技能者認定試験」
の試験委員を務めた経験のある当センター職員が、各技術
者をマンツーマンでJIS試験方法との相違の指摘など自己
流に陥りやすい注意点や、試験技能向上のポイントを入念
に指導しました。

　また、実技講習終盤では未経験者を中心にJIS A 1150
（コンクリートのスランプフロー試験方法）の体験実習も
併せて行いました。
　実技講習の状況を写真1～写真6に示します。
　工事材料試験ユニット 検定業務室では、このようなフ
レッシュコンクリートの採取技能試験を行う技術者を対象
とした講習会を実施しております。
　講習会をご要望の方は、お気軽にお問い合わせくださ
い。

写真1　講習前の注意事項の説明 写真2　マンツーマンでの実技指導状況 写真3　空気量測定の実習状況

写真4　スランプフロー試験の説明 写真5　スランプフロー試験の体験実習 写真6　スランプフロー試験の体験実習

工事材料試験ユニット 検定業務室

福島県生コンクリート工業組合主催
「現場代行試験員講習会」への講師派遣について

コンクリートの品質確保への取り組み

【お問い合わせ先】
工事材料試験ユニット 検定業務室
TEL：048-826-5783

工事材料試験ユニット 検定業務室 主幹
佐藤直樹
 a u t h o r
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検定業務室からのお知らせ
［工事材料試験ユニット］

　コンクリート採取試験技能者認定制度は、工事現場での品質確保の重要性に鑑み、採取試験に携わる方々を技能資格者と
して位置づけるとともに、コンクリート採取試験技能の向上を図ることを目的としています。
　認定にあたっては、第三者性を有した「コンクリート採取試験技能者認定委員会」を設置し、認定試験および審査を行っ
ています。また、あわせてコンクリート採取実務講習会も開催しています。本講習会を受講すると、実務経験が1年未満の
場合でも採取試験技能者認定試験の受験資格を得ることが出来ます。
　合格者には認定登録証を発行するとともに、「認定技能者名簿」をホームページにて公表しています。

【お問い合わせ先】
工事材料試験ユニット 検定業務室
TEL：048-826-5783
FAX：048-858-2834

2025年度に開催を予定している講習会および認定試験

※講習会等の予定は変更することがあります。

項目 開催地 実施予定日 募集期間
講習会 一般・高性能 埼玉 5月17日（土） 4月3日（木）～4月30日（水）

認定試験

高性能 埼玉   6月7日（土）
4月8日（火）～5月19日（月）

一般 埼玉 6月28日（土）

一般 福岡 6月21日（土） 4月8日（火）～5月19日（月）

一般・高性能 宮城 7月19日（土） 6月2日（月）～6月30日（月）

講習会 一般・高性能 埼玉 12月6日（土） 10月20日（月）～11月7日（金）

認定試験

高性能 埼玉   2026年2月7日（土）
11月25日（火）～2026年1月16日（金）

一般 埼玉 2026年2月14日（土）

一般 香川   2026年3月7日（土） 12月8日（月）～2026年1月30日（月）

ホームページ（https://www.jtccm.or.jp/business/train-certific）で
随時予定をご案内しております。

※新規試験 Bで受験する場合、有効期間内のコンクリート技士またはコンクリート主任技士の登録証の写しの提出が必要です。
※受験料は、消費税込みの料金です。また、振込手数料は受験者の方にてご負担ください。 
※申込後お振込みされた受験料は、ご返金致しませんので予めご了承ください。
※福岡、香川では高性能認定試験は実施しておりません。
※認定試験受験料は2025年3月15日現在の金額です。今後、料金改定を行う場合があります。詳細は最新のホームページにてご確認ください。

認定試験受験料

開催地 受験種類 受験科目 一般 高性能
埼玉・福岡

新規試験A 実技試験
学科試験

25,300円 30,800円

宮城・香川 27,500円 33,000円

埼玉・福岡
新規試験B

実技試験
19,800円 25,300円

更新試験

宮城・香川 実技再試験 22,000円 27,500円

共通

学科再試験 学科試験 5,500円（福岡7,700円）

登録料 － 5,500円

再発行手数料 － 11,000円

https://www.jtccm.or.jp/business/train-certific


─中央試験所─
多様な試験ニーズにお応えします

【多目的試験場】
防耐火試験棟 多目的試験場では、飛び火試験
やNEXCO試験方法 試験法 738「トンネル補
修材料の延焼性試験方法」のほか、性能評価
にかかわる模型箱試験、JIS A 1320「建築内
装用サンドイッチパネルの箱型試験体による燃焼
性状試験方法」の試験が可能です。また、建
材に限らずお客様の様々な目的に対応した小規
模な燃焼試験が実施可能ですのでお気軽にお問
合せください。

【総合試験ユニット】
〒340-0003 埼玉県草加市稲荷 5-21-20
企画管理課 TEL：048-935-1991
中央試験所
　材料グループ TEL：048-935-1992
　構造グループ TEL：048-935-9000
　防耐火グループ TEL：048-935-1995
　環境グループ TEL：048-935-1994
性能評価本部 TEL：048-935-9001
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　経営企画部 企画調査課では、団体規格として建材試験センター規格（JSTM）の制定・
改正を行うとともに、規格の販売も行っております。JSTMは、主に建築分野の材料、
部材などの品質を把握するための試験方法や、構造材料の安全性、住宅の居住性、設備
の省エネルギー性、仕上げ材料の耐久性に関する試験方法等を定めています。
　2025年1月に、次の1件のJSTMを廃止いたしました。

　公開中のJSTMは以下URLより閲覧いただけますので、引き続きご活用くださいますようお願いいたします。

https://www.jtccm.or.jp/business/standardization/jstm/info

建材試験センター規格（JSTM）廃止のお知らせ
［経営企画部］

規格番号 規格名称 廃止日

JSTM H 5001 小形チャンバー法による室内空気汚染濃度低減建材の低減性能試験方法 2025年1年15日

経営企画部 企画調査課
TEL：03-3527-2131

【お問い合わせ先】

フレッシュコンクリート試験
解説動画好評販売中！（普通・高流動）

［解説動画内容］
• 試料採取
• スランプ・スランプフロー
• 空気量
• 供試体作製 など

社員教育や
学校教育に

活用頂けます

経営企画部 経営戦略課
TEL：03-3527-2131

【お問い合わせ先】

建材試験センター　動画販売

お申込みはこちら
ダイジェスト版を

無料公開中 ！

https://www.jtccm.or.jp/business/standardization/jstm/info
https://www.jtccm.or.jp/tech-provision/media
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各試験所及び試験室への施設見学来訪情報

当センターでは、各試験所及び試験室への見学を受け付けております。
以下までお気軽にお問い合わせください。

[中央試験所]
へのお問い合わせ

TEL：048-935-1991
FAX：048-931-8323

総合試験ユニット 
企画管理課
（所在地：埼玉県草加市）

[西日本試験所]
へのお問い合わせ

TEL：0836-72-1223
FAX：0836-72-1960

総合試験ユニット 
西日本試験所
（所在地：山口県山陽小野田市）

[工事材料試験所]
へのお問い合わせ

TEL：048-858-2841
FAX：048-858-2834

工事材料試験ユニット 
工事材料試験所 企画管理課
（所在地：埼玉県さいたま市　他）

日付 来訪団体企業等 訪問先 目的

2024年12月19日 神奈川県庁 県土整備局 中央試験所 
防耐火試験棟、防火材料試験棟

試験及びその施設を見学することで、地方自治体の
建築指導実務の能力向上に資するため

2024年12月23日 山口大学 李研究室 西日本試験所 材料棟 試験の打合せ並びに試験設備の見学

2024年12月～2025年1月の期間に以下の方にご訪問いただきました。
常時、各試験所及び試験室への見学を受け付けておりますのでお気軽に以下の連絡先までお問い合わせください。
また、見学いただいた際の様子を当誌やSNSに掲載させていただける団体・企業の方、大歓迎です。
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JISマーク表示制度に基づく製品認証

　製品認証本部では、以下のとおり、JIS マーク表示制度に基づく製品を認証しました。

認証番号 認証契約日 JIS 番号 JIS 名称 工場または事業場名称 住所

TC0324004 2024/12/16 JIS G 3558 ねじり角鉄線 第一線材鋼業株式会社 埼玉県幸手市大字上宇和田字流作
572 -13

TC0324005 2024/12/16 JIS G 3559 ねじり角鉄線を用いた溶接金網 第一線材鋼業株式会社 埼玉県幸手市大字上宇和田字流作
572 -13

TC0324006 2024/12/23 JIS A 4706 サッシ 不二サッシリニューアル株式会社 東京都港区芝浦二丁目 11 番 5 号

JISマーク認証取得者

JISマーク製品認証の検索はこちら　https://www.jtccm.or.jp/certification/product/jis-search



ホームページでは、機関誌アンケートを実施しています。
簡単にご回答いただける内容となっておりますので、ぜひ皆様のご意見・ご感想をお寄せいただければ幸いです。
https://www.jtccm.or.jp/tech-provision/magazine/questionary
または左記QRコードよりアクセスできます。
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　桜の開花を迎え、満開が目前に迫る季節となりました。
読者の皆様におかれましては、新年度を目前に慌ただし
い日々をお過ごしのことと存じます。本号の「建材試験
情報」をご覧いただき、誠にありがとうございます。
　今号の特集では、建設業界にとって喫緊の課題である
「カーボンニュートラル」を取り上げました。この特集は、
私が編集委員に就任して初めて、外部の方に執筆をお願
いした企画です。多忙な中、快くご寄稿いただいた皆様
に心より感謝申し上げます。
　カーボンニュートラルへの取り組みは、もはや建設業
界だけでなく、社会全体の課題となっています。本特集
の企画準備にあたり、様々な企業や団体のウェブサイト
を通じて最新の取り組みを調査しました。環境配慮型建
材の開発や、建築物のライフサイクル全体を通じたCO2
削減の取り組みなど、その先進性に感銘を受けると同時
に、これらの技術を支える建材の重要性を改めて認識し
ました。
　個人的な話になりますが、最近、建設業界でもDX（デ
ジタルトランスフォーメーション）やAI、3Dプリンター
などの先端技術の活用が進んでいることに驚きを覚えて
います。特に3Dプリンター技術には個人的に興味があ
ります。大学時代に機械工学を専攻し、金属粉末を用い

た金型の積層造形技術の研究に携わった経験があるから
です。当時は主に工業製品や試作に使用されている印象
でしたが、今では建築分野にも応用されているとのこと。
建材の製造や建築物の構造部材にまで活用できる可能性
を知り、技術の進歩に驚愕しています。
　3Dプリンター技術の建築への応用は、持続可能性の
観点からも注目に値します。材料の無駄を最小限に抑え
られることや、複雑な形状の部材を効率的に製造できる
ことから、資源の有効活用やCO2排出量の削減にも貢献
できる可能性があります。さらに、現場での作業時間の
短縮や人手不足の解消にもつながるかもしれません。
　これらの先端技術は、建設業界の未来を大きく変える
可能性があるのではないでしょうか。同時に、新しい技
術に対応した建材の開発や試験方法の確立も求められる
でしょう。当センターとしても、これらの技術動向を注
視しつつ、建材の品質と安全性の確保に貢献していく所
存です。
　最後になりましたが、年度末のお忙しい中、原稿執筆
やインタビューにご協力いただいた皆様に心より感謝申
し上げます。新年度も「建材試験情報」をどうぞよろし
くお願いいたします。読者の皆様のますますのご活躍と
ご健勝を心よりお祈り申し上げます。� （小林）

https://www.jtccm.or.jp/tech-provision/magazine/questionary
https://www.jtccm.or.jp/tech-provision/magazine/questionary


　企画管理課
　〒340-0003 埼玉県草加市稲荷5-21-20
　 TEL：048-935-1991（代） FAX：048-931-8323
●中央試験所
　〒340-0003 埼玉県草加市稲荷5-21-20
　材料グループ TEL：048-935-1992 FAX：048-931-9137
　構造グループ TEL：048-935-9000 FAX：048-935-1720
　防耐火グループ TEL：048-935-1995 FAX：048-931-8684
　環境グループ TEL：048-935-1994 FAX：048-931-9137

●西日本試験所
　〒757-0004 山口県山陽小野田市大字山川
 TEL：0836-72-1223（代） FAX：0836-72-1960
●性能評価本部
　〒340-0003 埼玉県草加市稲荷5-21-20
 TEL：048-935-9001　FAX：048-931-8324

<認証ユニット>

　企画管理課
　〒103-0012 東京都中央区日本橋堀留町1-10-15 JL日本橋ビル8階 
 TEL：03-3249-3151 FAX：03-3249-3156
●ISO審査本部
　〒103-0012 東京都中央区日本橋堀留町1-10-15 JL日本橋ビル8階 
 TEL：03-3249-3151 FAX：03-3249-3156
●製品認証本部
　〒103-0012 東京都中央区日本橋堀留町1-10-15 JL日本橋ビル8階
　 TEL：03-3808-1124 FAX：03-3808-1128
　西日本支所
　〒757-0004 山口県山陽小野田市大字山川（西日本試験所内）
　 TEL：0836-72-1223 FAX：0836-72-1960

●工事材料試験所
　企画管理課
　〒338-0822 埼玉県さいたま市桜区中島2-12-8
　 TEL：048-858-2841 FAX：048-858-2834
　　　住宅基礎担当 TEL：048-711-2093 FAX：048-711-2612
　武蔵府中試験室　〒183-0035 東京都府中市四谷6-31-10
　 TEL：042-351-7117 FAX：042-351-7118
　浦和試験室　〒338-0822 埼玉県さいたま市桜区中島2-12-8
 TEL：048-858-2790 FAX：048-858-2838
　横浜試験室　〒223-0058 神奈川県横浜市港北区新吉田東8-31-8
　 TEL：045-547-2516 FAX：045-547-2293
　船橋試験室　〒273-0047 千葉県船橋市藤原3-18-26
 TEL：047-439-6236 FAX：047-439-9266
　福岡試験室  〒811-2115 福岡県糟屋郡須恵町大字佐谷926
 TEL：092-934-4222 FAX：092-934-4230
●検定業務室　〒338-0822 埼玉県さいたま市桜区中島2-12-8
　　　 TEL：048-826-5783 FAX：048-858-2834
　

　〒103-0012 東京都中央区日本橋堀留町1-10-15 JL日本橋ビル9階
●総務部 TEL：03-3664-9211（代） FAX：03-3664-9215
●経営企画部
　経営戦略課・企画調査課 TEL：03-3527-2131 FAX：03-3527-2134

事業所一覧

<総合試験ユニット> <工事材料試験ユニット>

<事務局>

●中央試験所
●性能評価本部
●ISO審査本部
●製品認証本部

●工事材料試験所
●西日本試験所
●事務局

［事業所所在地］

●材料グループ
●構造グループ
●防耐火グループ
●環境グループ

●中央試験所

<総合試験ユニット>
企画管理課

●性能評価本部

●ISO審査本部
●製品認証本部

<認証ユニット>
企画管理課

●工事材料試験所

●浦和試験室
●検定業務室

　企画管理課
　　住宅基礎担当

<工事材料試験ユニット>

●西日本試験所
<総合試験ユニット>

●西日本支所
<認証ユニット>

●福岡試験室
<工事材料試験ユニット>

●横浜試験室
●武蔵府中試験室
<工事材料試験ユニット>

●船橋試験室
<工事材料試験ユニット>

●総務部
●経営企画部

<事務局＞

https://x.com/jtccm5
https://www.instagram.com/jtccm5/
https://www.youtube.com/@jtccm

	H1
	H2-P01
	P02-03
	P04-08
	P09
	P10-11
	P12-17
	P18-21
	P22-23
	P24-25
	P26-27
	P28-29
	P30-35
	P36-42
	P43
	P44-49
	P50
	P51
	P52
	P53
	P54
	P55
	P56
	H3
	H4



